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序 章 課題と方法

農地改革を契機とする戦後わが国農業の展

開の中で.周知の通り畜産は最も大きな伸び

を示じた。家畜総数を見ると戦前・戦中の忌

高水準を昭和 26年におおむね回復し、その後

一貫じた増加をたどって‘最近時点(昭和 62

年)では家畜総数で昭和 26年の 2. 6倍、祖

生産額では 1 0倍を上回る進展を示してい

る。この問、農業生産全体の伸び率は 2倍強

であるから、これに比較すると畜産の伸びが

いかに著しかったかが明らかである。"

そのような中にあって、肉用牛部門は畜産

他部門とは途った停滞的な様相で推移してき

た。その傾向は肉用種の繁殖部門に特徴的に

現れている。乳用牛による肉牛生産が普及し

始めた昭和 40年代以降最近時点(昭和 62年)

までを見ると、牛肉需要がほぼ 4倍に増加し

たのに対して肉用種の子牛生産頭数は 1. 5 

倍強に留まり、牛肉の園内生産量も 2. 7倍



程度に留まっている。したがって、この間に

牛肉の国内生産比率と肉用種による牛肉生産

比率の相対的かつ傾向的な低下が現れてきて

いる。ちなみに、牛肉の自給率は昭和 40年代

前半には 9日%以上であったものが、 62年には

64%に低下し、肉用穫による牛肉生産比率も

60% 以上から 30%程度の水準に落ち込んでい

る

以上のような状況の下で、肉用牛生産は農

業の国際化といった事態に直面し、必ずしも

発展的な方向を見出せないままに子牛・肉牛

牛肉蛸入の完全自由化への対応を迫られて

いる。

酪差是 ・養豚 ・養殺などと並んで畜産物生産

を目的としたいわゆる用畜部門でありなが

ら、他部門と同じように需要の増大を背最と

しながら肉用牛生産がそれらとは違った停滞

的な展開を示してきたのはなぜなのか。発展

的な展開の条件・課題は何なのか。それを経

営経済的な視点から解明しようとするのがこ
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の論文の課題である.

わが国の肉用牛生産は役畜として旧来から

飼養されてきた「和牛 J の用畜化を通じて成

立してきた。その歴史的過程に畜産他部門に

見られない特殊性があり、そのことが肉用牛

生産と肉用牛経営の展開を規定する一つの要

因をなしている。さらに、肉用牛生産それ自

体に特有の技術的経営的な性格が、肉用牛生

産のおかれた社会経済的な、外的な条件と相

互に関連して肉用牛経営の展開に影響を与え

ている

ここでは以上のような認識に立って、以下

の 3章を通じて課題の解明を試みる。

先ず、第 1宣では和牛用畜化の過程を重量浬

し、それとの関連において商品生産を目的と

した肉用牛生産がどのようにして成立してき

たか、その過程を通じて役利用を基調として

組み立てられていた和牛飼養の情造がどのよ

うに変化したかを明らかにする。以上を通じ

て、わが国における商品生産的肉用牛生産の

3 



成立の時期と展開の起点を確定し、畜産他部

門とは異なった展開の特殊性について考察す

る

第 2章では商品生産的肉用牛生産の展開に

伴って現れた肉用牛生産構造の変化と肥育

聖書殖過程を通じて現れた経営構造の変化につ

いて考察する。乳用種その他による肉牛生産

の成立、肉用種による肥育形態の変化、上質

肉生産化、さらに子牛生産の集約化等、その

ような変化を引き起こした要因・条件を検討

し、それを通じて現状における肉用牛生産と

肉用牛経営の構造と性絡を明らかにする。

第 3章では、前主主までの分析 ・検討をふま

えて肉用牛生産と肉用牛経営の展開方向につ

いて考察する。そのため.先ず問題の所在と

内容について検討し、問題解決のための課題

と方向を明らかにする。それを通じて、わが

国における肉用牛生産と肉用牛経営の今後の

あり方の解明を試みる。

以上で明らかなように、この論文の意図す
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るとごろは、肉用牛生産と肉用牛経営の成立

展開の過程を分析・検討し、わが園肉用牛

経営の今後における実践的な課題と方向を解

明することにある。それには.いわゆる「活

牛 Jに加えて「牛肉 Jの鎗入自由化が決定さ

れた状況を考えると、 「生肉」の市場論的な

分析、とくにわが国における牛肉消費の倦

造、内外牛肉の品質比較等を含む国際的な競

争関係をも対象に組み込んだ分析・検討が要

求される。しかし、ここでは問題の焦点を明

確にし分析対象の鉱散を避けるために、いわ

ゆる国際化についてはそれを意識する範囲に

とどめ、直接的な分析・検討の対象を経営論

の領域にとどめることにする。

なお、分析 ・検討に先立って、:念のためそ

のことに関連する基本的な用語の意味(療念

規定)を明縫にしておこう。

先ず、生産手段としての家畜の分類につい

てである。 一 般に家畜は「役畜 J (Arbeitsvi 

e h) と「周畜 J (Nutzvieh)に大月IJされる。い

。



うまでもなく、役畜は畜力利用を目的とし、

用畜は畜産物の供給を目的として飼養される

家畜である。ここでもこの区分によって 二 つ

の用語を使い分けるが、しかし、 「家畜 J は

生産手段であると同時にそれ自体が生産物に

なり得る性絡を持っている。 r家畜は生産手

段としての価値以外に家畜体自体が共通的に

肉用価値としての商品価値を、その生活史上

のあらゆる時点において潜在的に持っている

J 2 J。じたがって、役畜として飼養され役利

用されている同一個体が肥育されて肉牛とし

て販売されることが実態として 一 般に見られ

る現象となる。

ここでは家畜個体のそれぞれの時点での実

在形態によって両者の区分をすると同時に、

実態として繁績が行なわれ、 sE育が行なわれ

ていても、飼養情造の総体として畜力利用を

基本として成り立っている段階においては「

役畜飼養」としてとらえ、畜産物生産を主体

として構成されている飼養構造の下では「用
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畜飼養」として区分する。家畜個体の実在形

態による性絡区分と牛飼養の総体としての性

熔区分とで「役畜」と「用畜 J の煩念の適用

が異なることに留意されたい。

次に、牛の呼称についてである。 r和牛 J

は、日本古来の在来種を主体に主として明治

期に外国鍾を交配して改良された牛の総称で

あって、品種としては、黒毛和極・褐毛和復

無角和種・日本惣角種が含まれる。これら

は一時期「改良和鍾 J とも呼ばれていた。統

計上、かつて「役肉用牛」と呼ばれていたも

のもこれらの総称であって、したがって和牛

は役肉用牛に同じである。現在「肉用牛」と

称されている牛は、和牛に外国産肉専用僅お

よび肉用仕向けの乳用種を加えたものであ

る

ここでは、種類を限定して表現する必要の

ある場合は「和牛」または「肉用種 J あるい

は「乳用種」とし、牛肉生産を目的として飼

養される牛を総称する場合は、役畜として飼

7 



養されていた時期においては「役肉用牛 J

問畜化後は「肉用牛」に統 ー する。なお

「肉牛 J と表現する場合は肥育された牛を f旨

じている。

[注]

1 )家畜総数は家畜単位で換算して把握。倹

算は.牛馬 l、豚 5 、羊 10、議 100を l単

位とじた。畜産および農業生産の伸びは袋

持水産省「農林水産業生産指数」によっ

た。

2 )加用信文『農業経済の理論的考察~ .御

茶の水書房. 1965. p.246 
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第 l章 和牛の同畜化と肉用牛生産

の成立過程

第 l節 和牛用畜化の展開過程

1 .役畜段階の和牛飼養

和牛用畜化の展開起点を明らかにするため

に、初めに用畜化前史ともいうべき第 2 次大

戦前における和牛飼養の展開をごく簡単に概

観しておこう

統計上把握可能なもっとも古い時点に栂当

する明治 10年(18 7 7 年)に、和牛の飼養頭数

は既に 10 0 万頭を越えていた。これに馬を加

えると 23 0 万頭を 上 回り、これらは専ら使役

採肥を中心に役畜として飼養されてい

た， )。この時点における牛馬以外の家畜の飼

養頭羽数は不明だが.明治 20年(1887 年)の

農商務省の調査では豚が 4 万 1.904 頭(大家

畜単位換算 8.381m'il、その翌年の「全国農

事調査 J では潟が 910 万 9• 000 羽(大家畜単

位換算 91.090頭)とされているから、飼養家

9 



畜の中で牛馬が圧倒的な比重を占めていたご

とは間違いない。

その後牛は漸増傾向、馬は積這いで推移す

るが、役肉用牛に限ってみると大正期の後半

に至るまでは 100 万頭程度でほとんど変わら

ず、これに馬を合わせると、明治から大正前

半期 を通じて 250 万頭程度で推移してきた。

その後役肉用牛が漸培傾向を示し始め、昭和

l日年代に入って l馬が減少期を迎えたが、昭和

19年には役肉用牛 21 3 万 8.000 頭、馬 119 万

1 . 000 頭で、両者を合わせて 333 万頭のピー

クに達した。

その他の家音も大正期に入って増加し始め

昭和に至って急増したが、第 2次大戦下にお

ける戦時体制lの強化と共に減少し、豚、鶏は

明治後半期の水準に落ち込んだまま戦後を迎

えた。牛馬も戦争末期の経済事情の混乱の下

で減少を示し‘敗戦時には役肉用牛 182 万 7.

000 頭.馬 104 万 9• 0 0 0 頭、両者合わせて 28

7 万 6• 0 0 0 頭で、ピーク時対比 45万頭減少の

1 0 



水準に留まっていた。大正期後半から戦時期

にかけての役肉用牛の増加は、畜力耕を主と

した畜力利用の鉱大によるものであった。そ

のことは第 1 図によって明らかである。

この図は、役肉用牛の t首加が現れ始めた大

正 7年を基準年と して役肉用牛の飼養頭数.

役肉用牛と馬を合わせた役牛馬の飼養頭数と

畜力耕薗慢の動向を指数で示し、それに畜力

緋面積比(畜力緋面積/耕地総面償)の動き

を加えたものである。これを見ると、役肉用

牛の飼養頭数の{申ぴに対応、して畜力緋面慣が

伸び、さらにそれに伴って畜力耕商償比が上

昇してきている状況が極めて明瞭に表われて

いる

牛馬の役利用 l立、旧来、逗 搬と水 田の代掻

きが主体で、田畑の耕起作業への利用は 一 部

の地域にごく例外的に行なわれていたに過ぎ

なかった。それが普及し抵大し始めるのは明

治初期から中期にかけての政府による牛馬車井

の奨励、田区改正、排水整備(乾田化)、そ

1 1 



第 1図 役牛飼養頭数と畜士総面積の推移
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れに引き続く明治期後半における近代的短床

w.の出現・普及を契機としてであった。その

後、大正・昭和にわたって推進された緋地整

理によって一層促進された 2，。

主主因化が入力 ~jt を国灘にして畜力耕の導入

を不可 避と L 、それがw.の改善を促 Lて畜力

利用の普及を促進する。畜力作業の効率化の

ために耕地整理が要請される。といった 一 連

の過理が、 j深緋・多目巴、収量 t首をもたらし

た。畜力利用の拡大は、このような明治期以

降における農業生産力僧進の ー 側面をなして

いた 3'。

一方、畜産展開の観点から見ると、わが国

の畜産 'i明治中期までの西欧式牧畜の導入

期、明治中期以降における地主的 土 地所有南11

の成立に対応する適応化への再編矧を経て、

大正期に至って零細規模 ・舎飼いを特徴とす

る日本的畜産の定着化の段階 1こ入った.，。そ

れを反映して、政府は大正 8年に「畜産奨励

規則1J r緬羊飼育奨励規則 J .大 正 14年に「

副業奨励規則1J r畜力利用奨励要項 J 、昭和

1 3 



2 年に「養鶴奨励規目11Jを公布、昭和 6 年に

は世界恐慌の影響による農村不況、東北 ・北

海道地方における冷苦手 ・凶作による農村図窮

の深刻化の中で、農家救済策として「有畜農

業奨励規則 J を公布し、農業の有畜化を推進

した。昭和 7 年に法「牛豚肥育事業奨励規

~11 Jが制定され、琢と合わせて牛の肥育が推

進された。

以上のような畜産の展開を通じて、大正期

の半ば頃から役肉同牛の肥育利用が普及し始

め、昭和に入って急速に広がった。昭和 11年

末の良林省の調査によると、肥育牛は全国で

18万 7.600 頭に及んでいる引。

この時期における牛肥育がどのようなもの

であったかは、第 l表で知ることができる。

この表は、昭和 10年から 11年にかけて農林省

畜産局によって調査された有畜農業経営事例

の中の牛肥育実施農家の肥育実績を示したも

のである

事例 I農家は、 「素牛の鑑定に明らかなる

1 4 
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のみならず、肥育の知識、技能にも秀で村人

を懇切に指導する等優れた技能を有して」お

り、 「牛も純役音として保持せられず、使役

期を外して短期肥育を行ない、養畜規模を拡

大している」農家である。事例 2 農家は、 「

帝国農会委嘱の農業経営改善調査農家であっ

て十余年間経営の記帳を継続し、その結果に

昭lらして経営の改善に努めて今日に至ってい

る」農家。事例 3民家は、 「経営能力におい

て極めて優れた知識 ・筏能を有 J !..，、 「経営

主t;J:.ー ー促成堆肥や農業簿記の f旨導に当たり

つつあり、父はまた苧生(字名ー筆者注)畜

産組合長として牛肥育の指導をしている」良

家である 61 。

以上から明らかなように、ここに取り上げ

られた農家はいずれも地域のトップクラスに

位置付けられる優秀農家であり、肥育筏術に

も優れた篤農家といって間違いない。これら

の農家の肥育実績を見ると、販売額から導入

価額を差し引きさらに濃厚飼料費(自給を含

1 6 



む)を差じ引いて、その差額を肥育日数で除

した「飼育 1 日当たり差益」では、調査期間

中に出荷された 6頭のうち 3頭がマイナス

で、黒字の牛でも l円をはるかに下回る水準

に留まっている。平均すると l日 o.日7円の差

益である。農林省調査によるとこの肥育実績

と向 U年における農業労働賃金(日雇)が o.

8 7円であるから、その l0 %にも本目当しないこ

とになる。自給の栂飼料費、その他の物財費

を含む差益すらがこの水準であることからみ

ると、自家労賃はほとんど実現されていない

といってよいであろう。

このような状況から見る限り、この時代に

おける牛肥育は収益部門として確立された状

況にあったとはいい難い。事例 2農家に典型

的に見られるように、販売と同時に後継牛を

導入するいわゆる交換差益を収益基準にして

いたと考えられる。事例 2 農家の実績に即し

て試算すると、年聞に 2頭交換し、販売額が

600 円、導入額が 5lO 円で交換差益が 90円、

l 7 
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この経営の年間の濃厚飼料費は 72.3円である

からそれを差し引いて 17.7円の現金収入を得

たとするとらえ方である。このようなコスト

煩念の欠如した収支計算は、従来牛馬を主体

lこ家畜商による家畜読通にみられた前近代的

な一般的な交換取引に対応して形成されてい

た。いわゆる「追い践」による決済方式であ

る

「牛も純役畜として保持せられず、使役期

を外じて短期肥育を行ない養畜規僚を鉱大し

ている j 事例 l農家ですらが、 「本経営は養

畜を取入れるにそれ自体の利益が得られない

場合にも、厩肥の利用を通して全体としての

収益を高めんとするものである J として、収

益もさることながら基本的には採肥を目的と

じて肥育を導入していることを明らかにして

いる， l。こうじたことから見る限り、大正期

後半以降現れ始めた肥育の増大は必ずしも用

畜化への移行を示すものではなく、役畜飼養

に付随する副次的なものであったといってよ

1 8 



し、

2 .和牛用畜化の契機とプロセス

和牛を主体とする役肉用牛が用畜化を開始

L、本来的な肉用 牛生産が成立するに至るの

は第 2 次大戦後のことになる。その過程を.

役肉用牛の ①飼養動向、②生産動向 ‘ ③価

俗動向の三つの側面から整理して示したのが

第 2図である。

この図は、飼主主動向の農家数および頭数は

和牛を主とする役肉用牛が戦前・戦中の最高

水準を回復した昭和 25年を基準とした指数、

トラクタ普及台数は農家 10 0 戸当たりの所有

台数、生産動向、価裕動向の各項はいずれも

実数で示している。

先ず、この図に現れている動向の特徴を摘

記すると、 i欠の通りである。

( 1) 和牛を主とする役肉用牛の飼養農家数

および飼養頭数は昭和 31年をピークとしてそ

の後傾向的な減少を示し、飼養農家数はー貸

した減少を続けながらも飼養頭数は昭和 48年
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以降緩慢ながら増加基調に転じていること。

( 2 )子牛、肉牛ともに昭和 41年前後と 48年

前後に大幅な価格上昇が現れており、この こ

つの時点を墳にして 牛 価水準が修正されてい

るように見受けられること 。

( 3 ) 昭和 48年以降子牛の生産頭数がそれま

でのさ三幅の大きい変動から脱却し、多少の増

加を示しながら比較的安定的に推移している

こと，

和とを王とする役肉用牛の飼養農家数およ

び飼養頭数は戦後いち早く培加し始め . 昭和

25年には飼養農家数 199 万 戸 、飼養頭数 225 

万頭を越えて戦前 ・戦中の最高水準を回復。

その後引き続き増加を続け.昭和 31年には 23 

2 万 戸 、 27 2 万頭に達して飼養農家数、飼養

頭数ともピークを形成した。ここまでの動き

は戦=・戦後の経済的な混乱の下での 一 時的

な減少はあるものの基本的には戦前から継続

する畜力 ・採肥利用の普及拡大を基調とする

ものであり、それが畿地改革を契機とする農

2 1 
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業の進展を背景として一層促進されたもので

あった

そのような動きに転換をもたらした直接的

な要因は、昭和 30年の子牛価絡の急落であ

る。前年対比 40%を上回る子牛価格の下落を

反映して昭和 31 年以降の飼養農家数と飼養頭

数の減少が現れた。この時点での価絡低落は

次のような事情に基づくものであり、そのこ

と自体の内に役肉用牛飼養基調転換の要因が

内包されていたといえる。

畜力利用あるいは採肥利用を目的として役

肉用牛を飼養する場合であっても、利用コス

トを引き下げるために雌牛を導入し副次的に

子牛生産を行うのが一般的であった。 Lたが

って、飼養頭数の I曽加は結果として子牛生産

頭数の急増をもたらした。昭和 27年に 43. 1万

頭で あった子 牛生産頭数 が昭和 30年には 61万

頭になり、この間 3年間に年率平均 12%を 上

回るテンポで地加した。このような子牛生産

頭数の急増が価絡下落の有力な要因となった

2 2 
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ことはいうまでもないが、ここでの下落の要

因を的確にとらえるには、もう一つの側面と

して漸くこの頃から胎動し始めた耕伝過程の

機械化とそれに伴う畜力利用の動向について

見ておく必要がある。

「農抹省統計表 J によると、動力耕転機

農用トラクタの普及台数は、昭和 25年の1.3

万台、 26年の 1. 8 万台から昭和 28年に 3.5 万

台、昭和 30年には 8. 9 万台に、さらにその翌

年の 31 年には 14.1万台に地加しており、普及

害1)合はなお低いにしてもこの頃から加速度的

な増大が現れてきている。このことが戦前

戦中を通じて普及拡大してきた畜力利用に停

滞状況をもたらすに至った。

畜力利用はいうまでもなく和牛に限られる

ものではなく馬をも含むが、両者を合わせた

飼養良家数は‘昭和 28年に至ってそれまでの

I曽大から停滞に転じ.昭和 31年以降和牛飼養

農家数の減少とともに下降をたどることにな

る。これが役畜としての和牛に対する需要の



E買うちないし減少をもたらし、昭和 29年以降

3 1 年にかけての 子牛の 価憾下落をもたらした

もう 一 つの有力な要因となった。

その後、耕伝機械化の 一層の 進展に伴って

畜力利用は減退の一途をたどるが、価格下活

によって促された屠殺頭数の地加、その結果

としての子牛生産頭数の減少、さらにこの頃

から目立ち始めた食肉需要の培大に対応する

肥育的飼養の鉱大に支えられて牛価は漸進的

に回復し、その結果昭和 34年から 38年にかけ

ての飼養頭数の 一時的 な減少の鈍化ないし微

増がもたらされた。この問、とくに注目すべ

きことは昭和 29年以降の子牛価指の下落を契

機として、子牛から直接肥育するいわゆる若

齢肥育が始まったことである。その状況は第

3図に明らかである

この図は、資料の古1)約から昭和 32年以降の

動きに限られているが、それにしても若齢肥

育は 30年代初期には肥育出荷総頭 数 の 5 %程

度、雄子牛生産頭数あるいは雄 ・去勢肥育出



第 3図 若齢D1!育の普及動向
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街頭数の 10%程度に過ぎなかった状況が示さ

れている。その後 30年代後半にかけて増加

じ、昭和 39年以降は肥育出荷総頭数の 30%以

上、経 ・去勢肥育出荷頭数の過半を占めるに

至っている。

この時期における和牛の飼養動向を貫く基

調は畜力利用の減退とそれに対応する肥育的

飼養の増大である。第 2表に見る通り、和牛

の屠殺頭数に占める肥育出荷牛の割合は 30年

代前半の o0 %程度から 30年後半には 10%を上

回り、そのことだけを見る限り既に肉牛生産

が確立されているようにも見受けられる。し

かし 、 この時点における肉牛生産は、成牛を

素牛とする雌牛の普通肥育、去勢牛の壮齢肥

育などが主体であり、それらに理想肥育その

他を含めると 30年代末でなお成牛を素牛とす

る肥育が 10%を占めている。

一般に、畜力利用の減退に伴う肥育的飼養

の I曽大は、先ず成牛を素牛とする肉牛生産の

増加として現れ、その後漸次子牛を素牛とす



第 2表 肥育出街頭数と!E育形態別情成の動向
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る肉牛生産のウエートを高めていくものと考

えられる。畜力手ij周の減退に伴って子牛の育

成過程が縮小し、やがては消滅するからであ

る。この時期における肉牛生産は成牛杷育が

主体であり、若齢 m~ 育が肉牛生産頭数の 3 分

の l弱、 ijE育素とと仕向け可能な子牛の半分程

度にとどまっているところに過渡的性格が現

れており、言い換えればこの時期における和

牛の役畜的性格の強さが現れている。

以上の経過を経て、昭和 37年から 39年にか

けての戦後 2 度目の価絡低落が現れ、これを

契機に和牛の飼養農家数および飼養頭数は急

激な減少をたどることになる。この時期にお

ける価倦低落は、昭和 29年から 31年にかけて

の戦後 l度目のそれと比較すると‘ t欠の点に

おいて異なった特徴を示している。

第 lに、これまでほぼ平行して推移してき

た成牛と子牛の価格が、この時期には子牛価

裕のみが成牛価裕からかい離する形で低落し

ていること。

2 8 
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第 2 に、昭和 29年から 31 年にかけての低落

は子牛生産頭数の急 I曽に対応しているのに対

じて、 37年から 39ff.にかけては生産頭数の停

滞の下で子牛価絡の低遂が現れていること。

第 3 に、昭和 37年から 40:圧にかけての低洛

の後、子牛 .11X牛、肉牛を通じてそれまでの

水準を上回る際立った上昇を示していること

である。

以上の相違は第 4 図で明瞭に見て取れる。

このような相違は、食肉需要の I曽大に支えら

れた肉牛価格の上昇が、子牛を直後肥育する

若齢 ijE育の過渡的な普及の段階で成牛価絡へ

より強く影響し子牛価絡への反映が弱かった

ことによることも否定できないが‘それ以上

;こ耕伝機械化の進展の度合いがこの時期に至

って一段とそのテンポを早め役音としての和

牛飼養の排除が決定的になったことによる。

この間の事情は第 3表に明らかである。

先ず、耕伝作業の機械化の動向を見ると、

動力車井転機あるいは農用トラクタの普及台数

2 9 
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第4図 牛価低落状況の比較
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資料:農林省 fA村物価賃金調査報告jおよび同畜
産局 r肉用牛関係資料』
柱:1) 価格掻高時を碁準とした指数.子牛〈鍍〉成
牛{量産)昭和28年・ 36年、子牛(雄)成牛(Jt
昭和27年・ 36年.

2) 子牛生産頭数除、験後第 1回は昭和28年、厳
Z回は昭和38年を基掌とする指数.
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第 3表 耕運機械化の進展と和牛飼養目的の変化

(単位;千円. 96) 

緋転機械化の動向 飼養目的構成の変化
年次
竹"台散{ 緋転面 使役 繁殖 肥育 そ町他
対前年I曽) 積書PJ合

和 33昭和 221 (ー) 71.1 12.2 4.2 6.5 

35 146(119) 25.5 
36 1.020 (214) 
31 1.414 (394) 
38 1.812 (398) 56.6 45.2 24.3 18.9 11.6 
39 2.191 (385) 63.5 33.3 26.1 23.2 16.8 
40 2.509 (312) 68.0 19.6 33.2 30.9 6.5 
41 2.165 (256) 12.6 15.1 42.1 32.1 10.6 

42 3.019 (314) 15.4 
43 3.155 ( 16) 4.4 41. 1 34.3 11.6 

資料;農林水産省「良策調査毎告書」および「緊急畜
産t)'X都道府県別統計表j
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は昭和 30年代の後半以降急速に I曽加し、なか

でも昭和 37年-39年の 3年間は年間 40万台に

近い普及を示している。それに対応して、耕

地面積のうち後械で緋伝した面積の割合は昭

和 38年に過半を占めその後急速に上昇して昭

和 41 年 iこは 70%を上回るに至っている。その

結果、勾牛を飼養する目的は「使役 j から「

繁殖」または「肥育」に急速に変化した。特

4こ、動力耕転機あるいは農用トラクタの普及

のテンポが早まり機械耕転面積が I曽大した、

昭平日 30年代末から 40年代の初めにかけての和

牛飼養目的の変化が著しい。

相牛の役利用過程は同時に和牛の育成過程

の役割lを果していたのであり、役利用それ自

体が成牛肥育素牛生産の土台をなすと同時に

成牛肥育素牛の供給源となっていた。したが

って、畜力利用の減退による「使役」を目的

とする和牛飼養農家の減少は、繁殖過程と肥

育過程をつなぐ中間過程の喪失を意味するも

のであった。これが折りから増加しつつあっ
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た肥育的飼養(成牛肥育)への素牛の供給減

少と同時に子牛への需要の減少をもたらし、

成牛価梅からかい離した 子 牛価格の低落をも

たらした。

以上のように、この時期における価絡低落

は耕伝機憾化の進展とそれによる役畜飼養の

急速な減少を背景として現れたところに特徴

がある。いわば単なる循環変動ではなく和牛

の飼養目的の変更、したがって飼養構造の変

化と関連して現れた価梅変動であった。その

ためこの価絡低洛が要因となって急激な屠殺

頭数の増加が現れ子牛生産頭数の減少が現れ

た。その結果、和牛飼養農家数と飼養頭数が

急減した。価裕が最低となった昭和 38年から

飼養頭数の減少が鈍化した昭和 41年までの 3

年間に飼養農家数が 64万戸、飼養頭数は 76万

頭減少した。昭和 38年に比較してそれぞれ 36

%、 33%に相当する大幅な減少である。この

時期を経過することによっていわゆる役畜飼

養はほぼ完全に消滅した。
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その後価格は急反旗し.用畜としての和牛

飼養の展開過程、肉用牛生産経営の確立過程

が進行することになる。

3 商品生産的肉用牛生産の成立

役肉用牛の飼養農家数および飼養頭数が増

加から減少に転じた昭和 31年が用畜化進展の

第 1の画期であったとすれば‘役畜飼養の衰

退 ・消滅を背景として現れた昭和 40年から 41

年にかけての牛価の上昇、それを契機とする

飼養頭数の減少鈍化は第 2の転織を示してい

る

役畜の消滅によって成牛肥育が減少し、若

齢目巴育が一般化じた昭和 40年代に入ってから

の状況は、これだけを見る限り既に用畜飼養

に対応する肥育経営が成立しているものと見

ることができる。しかし、そのことによって

繁殖過程から肥育過程に至る肉用牛飼養全体

を通ずる用畜化が完了し、商品生産的な本来

的な肉用牛飼養が成立しているといえるかと

いうとそうではない。用畜化の進行と肉用牛

3 4 



生産の商品生産としての確立過程は、 HE育の

普及・拡大が先行しそれに遅れて繁殖が専ら

収益追求を目的とする商品生産部門として形

成されてくることによって完了する。

昭和 40年から 41年にかけての牛価の上昇

l之、そのような商品生産部門としての繁殖経

営の成立を促すにはなお不十分なものであっ

た。そのことは第 5図によって明らかであ

る。この図は、昭和 35年以降における子牛価

俗とそれによる生産費カバー率の推移を示し

たものである。 子牛価 織の 上界 に伴って明ら

かに生産費カバー率の 上昇 が見られるが、昭

和 41 年から 47年にかけての価格水準では生産

費カバー率はなお 80%程度に留まっている。

そのことが繁殖部門と杷育部門の不均衡、

子牛生産と肉牛生産の不均衡をもたらし、昭

和 48年以降の 2度目の牛価水準上昇の原因を

作り出すことになる。この 2度目の上昇を通

じて生産費カバー率は少なくとも価格高勝時

には 10日%を上回り、平均的に見ても 90%を
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上回る水準に到達し、曲りなりにも繁殖経営

の用畜飼養としての展開、商品生産としての

子牛生産の展開が可能になったといえる。事

実、昭和 48年以降子牛生産頭数は着実な培加

を示し、和牛を主とした肉用種飼養頭数も減

少から増加に転換した。第 6図がそのことを

示している。

この図は、肥育仕向けの乳用種を含む肉用

牛飼養頭数が最低を記録した昭和 42年を基準

年とす る乳用種を含む肉用牛飼養総頭数と和

牛を主とする肉用組飼養頭数の増減動向、さ

らに和牛を主 とする肉 用鍾の飼養頭数が最低

を記録した昭和 48年を基準年とする肉用穫の

子牛生産頭 数の増減動向を示したものであ

る。この図でとらえられることは、総飼養頭

数と肉用種飼養頭数の減少から増加への転倹

点のタイムラグはいうまでもないが、それに

加えて注目を要するのは昭和 48年を境に肉用

種の子牛生産頭数が肉用種の飼養頭 数を 上回

って増加していることである。このことは、
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繁高直供用頭数の増加もしくは子牛生産率の上

界を反映したものであり.昭和 48年以降にお

ける子牛生産の進展を示している。和牛用畜

化に対応して繁殖経営が商品生産としての本

来的な展開を開始したことの証左といえる 。

これまで見てきた和牛用畜化のプロセスと

商品生産としての肉用牛飼養の成立過程を総

話的に整理すると、次のようになる。

[第 l期 (昭和 31-41年) 1和牛の役音か
ら用畜への移行・肉用牛生産の再編

成期。

[第 2 期(昭和 41-48年 ) ] 肉用牛肥育経

営の先行的展開過程・肉用牛生産確

立の第 l段階。

[第 3期(昭和 48年以降) 1肉用牛繁殖経
営の確立過程 ・肉 A牛生産確立の第

2 段階。

飼養農家数と飼養類数が減少を開始した昭

和 31年を出発点として、その後ほぽ 10年間を

通じて和牛は役畜から周畜への移行を完了。

その後さらに用畜飼養経営としての肥育およ

び繁殖経営の形成 ・確立過程を経て、昭和 48

年以降商品生産的肉用牛飼養の出発点に到達

3 9 



じたとみることができる。

さらに 以上に関連させて和牛用畜化の先

導的役割lを担った肥育部門の用畜化に対応す

る展開を整理すると、次の通りである。

[第 1期(昭和 31-.j1年 ) 1役畜段階に対
応する肥育の普及・広大期。役手IJ用

後の成牛を素畜とする肉用牛肥育の

進展。若齢肥育の百買芽的成立。

[第 2期(昭和 41-48年) ]用畜 段階に対

応する肥育の普及・鉱大期。

若齢肥育の一般化。乳用種肥育の成

立 ・鉱大。

[第 3期(昭和 48年以降) 1 
応する肥育の確立競。

乳用組肥育の 一 般化。

上質肉生産化。

用畜段階に対

肉用種肥育の

役畜段階に対応する m~ 育形態は既に明らか

にしたように 成母二肥 育である したがっ

一時役利用の減退に伴う役畜の減少は、_，-
、‘

的に成牛素畜の供給を I昔や L成牛肥育の t曽大

をもたらす。 用畜への移行に伴って子牛を素

畜とする肥育形態(若齢肥育) が形成され、

用畜化の進行に {半って 一般イこす る。 このよう

な経緯をたどって、 用畜飼養 としての繁殖経

4 0 



営に対応、する肥育経営が確立され、商品生産

部門としての肉用牛飼養が成立する。

このように見てみると、わが国の肉用牛生

産は.他の畜産部門が本緒的な展開を示し始

めた決況の下で用畜化を開始し、他の部門が

規模鉱大過程をたどり始めた段階で初めて商

品生産部門としての展開を倶始したことにな

る。畜産部門の本俗的な展開を可能にした条

{牛が用畜化を引き起こし、緩模鉱大を可能に

した条件の下で商品生産経営としての形成 ・

確立を迫られた。このことがその後の展開に

現れた畜産他部門に対する民間牛生産の相対

的な後進性の一つの要因をなしている。

第 2節 和牛の用畜化と肉宍牛生産の情造変

化

1 .飼養情造の再編と飼養方式の変化

手E牛の役畜から問畜への移行、役畜飼養に

付随する肉牛生産 か ら本来的な商品生産とし

ての肉牛生産への移行に伴って、子牛から直
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後目巴育する若齢肥育が 一 般 fとしたごとは既に

触れた。用畜化に対応して現れる飼養体系の

再編である。

役畜段階においては農業経営の規模、 土 I富

その他の耕作条件、さらに立地する地域の自

然あるいは社会経済的な条件によって飼育さ

れる牛の発育段階が異なり、性が異なり、使

役 ・採肥 に付随する繁殖・童子成 ・肥育等の飼

笑目的が異なっていた。第 4表はその一緒を

示している@

この表は、昭和 30年代初期における役肉問

牛の使役・採肥を除く飼養 目 的別集落の経済

他者宇矧j分布を示したものである。これで見る

と、いずれも農山村の比重が高いものの、 比

率 2 位までを括ると山村と芝山村に繁殖、~

山村と 平 地農村に育成および肥育が立地して

いたことが分かる。いうまでもなく繁殖は中

でも租飼料基盤を必要とし.育成 lま飼養牛の

体格が小さいために組飼料基鐙に恵まれない

池域でも飼養し得る性格を反映している。こ

4 2 



第 4表 役肉用牛の飼養目的別経済地帯別集落分布

平地 農山村 山村 計

繁 2，708 9，026 4，355 16，089 
殖 (16.81 (56.91 (27.11 (1001 

育 1，266 1，603 565 3，434 
成 (37.1) (47.21 (16.71 (100) 

ijE 995 2，035 832 3，862 
育 (25.8) (53.0) (21. 2) (100) 

3十 4，969 12，664 5，752 23，385 
(21. 01 (54.4) (5~. 6) (100) 

資料:農林省「緊急畜産センサス県]jIJ
結果表Jによる.中野正雄「和牛
の生産構造に関する研究jp.14よ
り引用.

注:集計対象集落は、役肉用牛飼養
農家率50%以上の集藩。東海以西
の西日本の計。
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の時代における肥育は素牛が成牛であること

とから比較的多くの粗飼料を必要とし、その

ことが繁殖と育成の中間的な分布となって現

れているものと思われる

以上のような飼養牛自体が要求する立地条

件の相違と飼養する経営の 土 地面積規僕ある

いは土壊その他の耕作条件などが関連して使

役 ・;采肥 lこ付摘する飼養目的が選択されてい

た。例え l工、商償狭小な小規筏農家では子牛

を導入し採肥を目的としながら育成すると

か、あるいは砂地その他の 土質 の比鮫的経い

t也帯では子牛あるいは比較的若い牛を導入し

調教しながら使役 ・育成するとか、あるいは

重粘土地帯で比較的面績規模の大きい経営で

は成牛でしかも力のある去勢牛を飼育し、畜

力 ・採杷費用を低減するために農作業期終了

後に肥育出荷するといった衣況であった。し

たがって、育成あるいは肥育の場合は l頭の

同ーの個体が導入後同一農家で生涯飼養され

るということではなくて、経営条件に適当な
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一定月齢期間育成し随時飼養牛を交換するす

る、あるいは農作業期開始の直前に導入し農

作業期終ア後肥育じて販売するといった状況

が一般的であった 81 .昭和 30年代初期におけ

る鹿児島県での調査によると、同 一 個体が生

涯矧問を通じて平均 5回農家聞を流通したと

いう報告も ある 9 1。

役畜段階においては以上のように育成過程

もまた役利用や採肥に付随じて行なわれてい

たのであり、役利用の消滅とともにそのよう

な育成が無くなり、その結果必然的に成牛肥

育が減少し子牛から直後肥育する若齢 ijE育が

一 般化した。

以上のような飼養体系の再編は、同時に飼

養方式にも影響を及ぼすことになる。組成な

飼養から集約的な飼養への変化である。

子牛 から直緩肥育する若鈴肥育の 一般化に

伴って子牛の商品性にも変化が現れた。体重

の大きい子牛 への需要の増大である。第 5表

はそのことを示している。この表は子牛価格

4 5 



性

雌

雄

去勢

第 5表 子牛の価格k体重および母牛の主主録点数との相関

係散

点数と価格

+ 0.317 
φ日.415

φ0.145 

資料;庄原家畜市場成績.小野茂樹・葉原幸ーほか『広島県・比聖書地犠にお

げる肉用子牛生産の実態と展開方向J. r肉用子牛生産の実態と展開の課
題 (1) A.中央畜産会. 1967より引用.
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に影響すると思われる要因として母牛の登録

点数と子牛の体重を取り上げ、それらと子牛

価絡の相関を見たものである.

これによると、母牛の登設点数に比較し

て、子牛それ自体の体重と価格の聞に極めて

強い相関関係が成立していることが明らかで

ある。即ち、体重の大きい子牛への需要の強

さが E見れている。

用畜化に伴う成牛肥育から若齢肥育への移

行は、 sE育期間の延長をもたらし、肥育回転

率を低下させる。これらの動きは収益性にマ

イナスの影響を与える。したがって、若齢肥

育への移行に伴って肥育期悶の短縮を意図し

た肥育経営の対応が現れることになる。より

体重の大きい子牛への肥育費牛需要の地大で

ある。その結果、第 7 図に見るような子牛の

出荷時月齢の延長が現れた。

この図は、広島県申立市場において昭和 40

年と 45年に取引された子牛の出荷時月 齢 期l頭

数の書IJ合を比較したものである。昭和 40年の

4 1 



昭和40年代前半における子牛出荷時月齢の変化第 7図
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資料;広島県畜産会「広島の畜産J!il 113-181号.
主主;昭和40年は4-12月、 45年は1-12月の計.
甲立市場の実績による.
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生後 7~ 8カ月齢をピークとした分布から 45 

年には 8~ 9カ月齢をピークとした分布に変

り、しかも昭和 45年には 8~ 9カ月齢以上の

子牛の割合が極めて高くなっている状況が示

されている。このような変化は、特に若齢肥

育が増大し一般化してきた昭和 30年代後半か

ら現れ始め、昭和 40年代後半にかけて急速に

進行した。

肥育過程における以上の変化は、繁殖過程

における飼養方式の集約化を促進する。出街

直前子牛の舎飼いによる飼い直し、子付き母

牛の舎飼い化、あるいは全頭舎飼い化等、紋

牧飼養の縮小 ・排除が現れ、さらに舎飼いの

場合も日南育期から母乳に加えて濃厚飼料を補

長会するなど飼養管理の集約化が現れた。これ

らはいずれも、発育良好な体重の大きい子牛

に有利な価裕形成を契機としたものである。

2 牛価形成条件の変化と牛価水準の

上昇

既に前節 2項の第 2図に現れている特徴の

4 9 



摘記で指摘した通り、牛価は第 2次大戦後 2

回にわたる水準上昇を記録して現在に至って

いる。その状況を貨幣価値の変動を考慮して

農村消費者物価指数でデフンー卜して示す

と、第 8図のようになる。この図は、子牛を

対象に昭和 26年を基準として実質化した価格

を示したものである。昭和 40年から 41年にか

けてと昭和 47年から 48年にかけてが水準上昇

の時期に当 たる 。この時期を墳にして、先ず

第 1回は平均水準で倍以上(雌・雄平均 22 • 2 

87円→ H.555円)、第 2回は 20%近く(同

平幼 46.555円→ 55 . 7 1 3円)の上昇を示してい

る

このような牛価水準の上昇が和牛の周畜化

に伴って現れて来たことは夜にふれた。ここ

ではなぜ用畜化によって牛缶水準が上昇する

のか。その論理を解明し価格形成条件の変化

を明らかにする。

役畜飼養の段階においては、畜力利用ある

い採肥利用のために一定の費用負担が前提に

5 0 
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(万円)

10 

第8図 子牛価格の実質水準の変化

30 35 (0 (5 50 55 60 (年)

資料;A林水産省「農村物価賃金統計」

註;1) 価格は昭和26年を基準として『食村消費者物価指数Jでデ
レート.

2) グラフ中の繍線li‘それぞれの期間の雌・雄平均水準を示
し、カッコ内の数字li平均額を示す.
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なって役肉用牛が飼養される。したがって、

役肉用牛の飼育費用から畜力あるいは採肥の

ための費用として負担可能な限界額を控除し

た残余の費用を回収し得る水準が牛価形成の

基準になる。いわば畜力あるいは採肥利用の

副産物としての価格形成である。これに対し

て用畜化を完了した肉用牛 三 度成立後の価絡

は飼育費用(生産費用)の総額を回収し、か

つ経営を継続するに必要な 一 定の収益が実現

される水準を基準として形成される。

以上の論理を数式に置きさEえて示すと、次

のようになる。

[役畜段階]

( I1 飼育費用一生産物価弓=畜力・採肥貸

用=五畜力・採肥利用のための費用

負担限界額 " "銅養継続条件

( 2 )飼育費用ー畜力・採歪利用負担限界額

= 飼養継続のための生産物限界価

格・ ー""1ii1J産物的ヨ裕形成条件

[用畜段階]

( 1) 生産物価格 ー 飼育費i"l=収益額孟鼠低

期待収益額・・ ー銅養 継 続条件

O 2 



( 2 )飼育費用+最低期待収益額=飼養継続

のための生産物限界価格・..主産

物的価格形成条件

役畜から用畜への移行、本来的な肉用牛生

産の成立は必然的に牛価水準の上昇を伴うの

であり、言い換えればそれ無しには周畜化の

進行はあり得ないし、したがって商品生産と

しての本来的な肉用牛生産経営の成立もあり

得ない。

昭和 40年から 41年にかけての第 l回目の水

準上昇は、昭和 30代後半から 40年代初めにか

けての畜力利用の急速な減逗と成牛肥育から

若齢 1巴育への移行を内容とする肥育の進展を

背最としたものであり、昭乞 41年から 48年に

かけての第 2回目の上昇は‘繁殖経営におけ

るコスト水準を反映した用畜化に対応する牛

価水準の上昇であった。

[ i主]

1 )農林省畜産局編『畜産発達史(別篇) ~ 

中央公論事業出版 . 1961.pp.10-ll.
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2 )安田誠三編『明治以降における農業技術

の発達 A .農業技術協会. 1952.pp.43-48. 

3) Ii'農林水産省百年史(上巻) A. p.303. 

4 )栗原幸 一 「畜産経営の展開過程 J . Ii'畜

産大事典 A .養賢堂. 199 0 . 

5 )前掲『畜産発達史(本編) A .p.469 および

p. 483. 

6 )農林省畜産局『有畜農業経営事例

(続) A • 1940.p.6.11.31.および85. 括弧内

はいずれも原文のまま。

7 )前掲『有畜農業経営事例(続) A • p p. 11 

-1 2 . 

8 )大阪府の泉南地域はその 一 例。ここは砂

地で比較的土が軽くしかも面積狭小で、か

つてはタマネギその他の換金作物を主とし

た農業地帯であった。こごではいわゆる兵

庫県産の子牛(但馬牛)を導入し、調教・

育成をしながら使役・採肥に利用してい

た。そこで一定期間育成された牛は、泉南

地域よりは面積規模が多少大きくしかも沖

積土壌地帯の和歌山県・紀ノ川筋周辺の水

田地帯に移ってさらに使役 ・採肥を兼ねて

育成され、援後は 三 重県・松阪地方に移っ

て「松阪牛」の肥育素牛になる、といった

流れがあった a 牛の発育ステージと農業経

営の規模あるいは土境条件その他とが対応

し使役・採肥を軸として育成されていった

状況が明らかである。
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9 )農林省農林水産技術会議「鹿児島県にお

ける肉牛の流通経済 J (九州防災営農資料

No.14)， 1959， pp. 7-10 
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第 2章 商品生産的肉用牛生産

と経営の展開

第 l節 乳用牛による肉牛生産の成立

和牛の用畜化が完了し、肉用牛生産が専ら

収益追求を目的とする商品生産部門として形

成されてくることによって肉牛生産の多様化

が現れる。具体的には、乳用牛による肉牛生

imの成立である。

周知の通り、牛肉供給は昭和 30年代末まで

はほとんど和牛によって行なわれていたので

あり、牛肉生産量に占める乳牛肉の割合は年

によって多少の変動があるもののせいぜい 15 

%から 20%に満たない範囲で推移してきた。

しかし、昭和 40年代に入って乳用牛の比率は

急速に増大を示し始め、昭和 42年には早くも

3分の lを越え、 48年には過半を越えるに至

った。その状況は、第 6表に見る通りであ

る。

このような動きとほぼ時期を同じくして牛

5 6 



第6表 牛肉需給に占める乳用牛肉の割合の推移

(単位 :ト，. %) 

年次 供給量 (AI 生産量 (81 乳牛肉 (CI (CI / (81 (81/ (AI 

昭和31-33 132.244 122.367 11.568 9.0 92.5 
34 144.497 141.998 23.433 15.8 98.3 
35 143.074 137.403 25.866 18.2 96.0 
36 143.111 137.799 22.258 15.6 96.3 

37 144.851 I 140.100 22.546 15.4 96.7 

30.425 16.0 97.6 

39 I 234.331 I 228.152 42.900 18.8 97.4 

40 I 224.010 I 208.634 50.231 24.1 93.1 

41 168.676 149.547 43.039 28.8 88.7 
42 173.475 153.794 53.802 35.0 88.7 
43 189.81 i 170.550 71. 783 42.1 89.8 
44 253.303 226.733 98.650 43.5 89.5 

45 302.652 269.492 118.545 44.0 89.0 

46 349.114 289.748 130.867 45.2 83.0 
47 395.716 313.441 155.081 49.5 79.2 

48 425.915 244.193 142.838 58.5 57.3 

49 392.015 315.449 207.061 65.6 80.5 

50 413.183 349.017 218.381 62.6 84.5 

資料:昭和37年までの生産量は厚生省「衛生行政報告J‘その後は農林

水産省『食肉涜通統計J.始出入量は大蔵省「日本貿易月表J.農
林水産省「食肉関係資料Jより引用、 一部修正計算.
注 :11 供給量は、生産量に舗入量から鎗出量を差し引いた純愉入量

を加算.ただし、子牛肉を除く.

21 昭和37年までと 38年以降は圏内生産量の資料が異なるため厳

wには連続しない.
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肉の園内自給率も低下してきており、したが

って昭和 40年代に入ってから急速化した乳用

牛による牛肉生産の増大は牛肉需給の不均衡

によるものとする見方がないわけではない 。

果たして、そのことによるのかどうか、ここ

では乳用牛による牛肉生産の成立・展開を肉

用牛の商品生産化に関連する 一 連の動きとし

てとらえ、成立の緩績を考察しその条件を明

らかにする

乳用牛による牛肉供給量の増加は、いうま

でもなく乳用牛頭数の地加に伴う産乳後の廃

問牛によるものが含まれる。したがって、乳

用牛による牛肉生産成立の経緯を明らかにす

るには、もっぱら乳用雄子牛肥育の動向が焦

点になる。

第 9図は、乳用雄子牛の育成肥育が開始さ

れた前後の状況を示したものである。図の上

段は乳用初生子牛(^モール)の屠殺頭数と乳用

雄子牛の育成肥育出荷頭数の推移、下段は牛

枝肉総生産量と和牛の枝肉生産量の地減動向

5 8 
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第9図 牛枝肉生産量と初生子牛屠殺頭数および育成DI'!育出荷頭数の動向
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〔備考)1)上段1:1実数、 下段は39'1'-月間平均を
100とする指数をも 9 て示す.
2)スモールk綾頭数および牛伎肉生産

量は厚生省 r衛生行政報告J育成牛
町出荷頭数1:1農林省 r貴肉流通統計」
による.

59 



- :p:zo ---

を昭和 39年 1- 12月の月間平均を 100 として

指数で示している。斜線部分は和牛以外の枝

肉生産量であり、したがって、この部分が主

として乳用牛による枝肉生産量の培減を示す

ことになる。

これによると、昭和 40年の後半から初生子

牛(^モール)の屠殺頭数が減少し始めており、

42年に入って乳用雄子牛を育成肥育した肉牛

の出荷頭数が増加してきている。乳用雄子牛

の育成肥育出荷頭数が統計調査の対象になっ

たのは図に示した昭和 42年 1月からであり、

この時点で月間 1. 000 頭を下回る頭数である

から、この時期は育成肥育された乳用雄子牛

が出荷され始めてからそれ程縫っていない時

期であったと縫掴1)できる。

初生子牛の屠殺頭数の減少は、いうまでも

なく育成肥育のために保留された結果であ

り、したがってこの頃から乳用雄子牛の育成

肥育が普及し始めたものと見ることができ

る。当初の乳用雄肥育牛は出荷時月齢が早い

6 0 
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ものでは 12~ 15カ月齢(早期若齢肥育)、普

通の若齢肥育で 16~ 18カ月齢程度"であった

から、育成肥育を終了して出荷された時期が

昭和 41年の後半頃であったろうと縫測され

る

育成肥育期間によるタイムラグを考慮して

第 9図を見ると、初生子牛屠殺頭数の減少開

始の時期と育成肥育された乳用雄子牛の出荷

頭数の増加の時期がおおむね合致しているこ

とが分かる。さらに、乳用雄子牛の育成肥育

出荷頭数の増加に対応して牛枝肉に占める乳

用牛の枝肉割合の増大が現れていることも明

らかである

なお、この図によって明瞭なことは初生子

牛の屠殺頭数の減少と牛枝肉生産量の減少が

対応していることである。このことから乳用

雄子牛による牛肉生産があたかも牛肉需給の

不均衡を直接の要因として、肉用車重による牛

肉生産の不足を埋めるために成立してきたか

のように見受けられる。これが直後のしかも

6 1 



もっとも基本的な要因であるのかどうか、そ

のことを突き止めるためには、乳用雄子牛の

育成肥育が始まったこの時期の牛肉需給動向

から見た位置付けと特徴、牛肉需給の前後の

関係をもう少し具体的に見てみる必要があ

る

この時期を挟む前後の牛肉需給の動きは、

既に第 6表に示した。さらに、牛枝肉生産

と肉牛価絡、初生子牛の屠殺頭数と育成肥育

頭数の動きを示したのが第 10図である。

ごの図によると、初生子牛の屠殺頭数の減

少が現れれ始めた直前の昭和 38年から 40年に

かけての 三 年聞は牛枝肉生産量の急噌が見ら

れ、その結果肉牛価格の低下が現れている。

初生子牛の屠殺頭数が減少し始めた時期は、

これに引き続く生産量の減少と価格上昇の時

期であったことになる。

昭和 38年から 40年にかけての牛筏肉生産 正

の急 I曽とそのことによる牛価の低洛は、既に

第 l章・第 l節の 2および第 2節の 2 で日月ら
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第 10図 牛肉価絡と乳用雄子牛HI'!脊の動向
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資料:悶和37年までの枝肉生産量と初生子牛属殺顕微
は厚生省「衛生行政報告J、その他は食林水産省
「食肉流通統計J r長村物価賃金調査報告J• 
柱:1) 昭和37年までの初生子牛屠殺顕微には資料
の制約から和子牛を合む.昭和35-36年の減
少lt.価格上昇に伴う和子牛屠絞の減少が膨
響しているものと思われる.
2) 肉牛価格は生体 lkg当たりの轟家庭先価絡.
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かにしたように役肉用牛の用畜化に伴う 一 時

的な現象であった。枝肉生産量の急激な糟加

は使役・採肥を目的とするいわゆる役畜の排

除によるものであり、通常の循環変動とは異

なるものであった。この過程を通じて用畜化

に対応する牛価水準の修正が現れた。したが

って、昭和 40年から 41年にかけての牛価水準

の上昇とその後の価絡動向は、役肉用牛用畜

化後の肉用牛生産の確立過程に対応するもの

であった。

乳用雄子牛による肉牛生産成立の直接のし

かも基本的な要因は、結論から明らかにする

とこの時期における用畜化に伴う牛価水準の

上昇にあった， I。牛枝肉生産量の減少も用畜

化によって引き起こされた結果であり、いう

までもなく牛価水準の上昇と相互に密接に関

連している。そのため、牛枝肉生産量の減少

による需給の不均衡が乳用雄子牛肥育成立の

契機と見れなくもない。しかし、それは現象

的なとらえ方であり、因果関係を唆昧にする
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非科学的なとらえ方といえよう。

そのことを明らかにするには、役畜段階に

おいてなぜ乳用雄 子牛 肥育が成立し得なかっ

たのかという問題の検討と、乳用雄子牛肥育

成立後における価格変動と乳用雄子牛による

肉牛生産の動向を見ることが必要になる。

昭和 40年以前のいわゆる役畜段階において

は、いうまでもなく乳用雄子牛による肉牛生

産は存在していなかった。乳用牛の廃用牛肉

は別として、牛肉は基本的には和牛を主体と

する役肉用牛によって供給されていた.既に

前章を通じて明らかにしたように、そこでは

役肉用牛の子牛生産(繁殖)も肉牛生産(肥

育)も使役 ・採肥に付随するものとして行な

われていた。それらは使役・採肥費用を低減

するための副産物生産といった性格であり

したがって子牛にしても肉牛にしても低価格

で供給された。

第 7表に見る通り、昭和 30年代前半までは

牛肉は豚肉よりも安かったので あ り、昭和 30
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第7表 牛肉と豚肉の相対関係の変化

{僧位.円， %) 

卸売価絡 小売価格
期間 (A) / (B) (a) / (b) 

牛肉 (A) 豚肉 (B) 牛肉 (a) 豚肉 (b)

S 29-31 1，333 I. 620 452 495 82.3 91.3 

32-34 1.474 1，561 453 415 94.4 95.4 

35-31 1. 915 I. 188 629 609 101.1 103.3 

38-40 2.305 2.211 802 141 104.0 108.2 

41-43 3.806 2.251 I. 231 152 169.1 164.5 

資料・良林省「農村物価賃金調査報告書Jおよび総理府統計局『小売物価統
計調査報告J

注:生産者価格は生体10kg当たり、小売価裕は正肉 100g当たり.いずれも

3カ年間の平均.
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年代の後半以降逆転したといっても基本的に

は豚肉と同程度の水準であった 3)。それが大

幅に上回ってくるのは昭和 40年代に入ってか

らである。品質からみても乳用牛肉を上回る

和牛主体の牛肉がこの程度の価格水準にあっ

たとすれば、乳周雄子牛を哨育 ・育成し、さ

らに肥育しでも経営として採算が採れる状況

にはなかったといえる。和牛肥育は役利用後

短いものでは 3 カ月程度の短期肥育として行

なわれていたのにたいして、出荷までに少な

くとも l年以上を必要とする乳用雄子牛肥育

では経営として成立する筈もなかったといえ

よう

乳用雄子牛による肉牛生産が成立するため

には、役畜飼養に対応する低価格水準の段階

から専ら収益追求を目的とする商品生産部門

としての肉用牛生産の成立に対応する相対的

高価絡水準の段階への移行が絶対的な条件で

あった。価格水準修正後も、第 11図に見るよ

うに低港時には初生子牛屠殺が増加し.価絡

6 7 
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上昇時に初生子牛が保留されやがて育成肥育

出荷頭数が t曽加する動きを示している。なか

でも、乳用雄子牛の育成肥育牛が出荷され始

めた直後の昭和 42年から 43年にかけての枝肉

価絡の低落によって再び初生子牛屠殺が急増

し、その後価絡回復に伴って減少している。

このこともまた乳用雄子牛の育成肥育利用の

成立が、役畜飼養から商品生産的肉用牛飼養

への転換に{半う牛価水準の上昇を直接のしか

も絶対的な契機としたものであったことを裏

付けている。

第 2 節 和牛による牛肉生産の矯造変化

l 肉用牛肥育の技術変化

役肉用牛の用畜化と商品生産的肉用牛生産

の展開に伴って、繁殖 ・肥育を通ずる肉用牛

の生産技術にも大きな変化が現れた。まず、

そうした動きの主導的な役割を担った肥育に

ついて見ょう。

月巴育過程に現れた変化の第 1は、昭和 3 0 
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年代末以降顕著となった粗飼料依存から濃厚

飼料依存への移行である。

商品生産的肉用牛生産の下でのもっとも典

型的で代表的な肥育形態である若齢肥育は、

他の成牛を素牛とする肥育とは異なって、子

牛から直接肥育する筏術的性絡の違いから粗

飼料利用度の高い肥育として始まった。しか

し、昭和 30年代末頃から若齢肥育の 一般化

とともに濃厚飼料依存の傾向が現れ、昭和 4

0年代に入ってこの傾向はますます顕著とな

った。いわゆる栂飼料多給方式から粗飼料少

ば給与 ・濃厚飼料多給方式へ の転換である。

このような変化は単に粗飼料給与の量的側

面にとどまらず、給与粗飼料の質的変化を

伴って現れてきた。青草給与から稲わら主体

の給与に、粗飼料の自給依存から購入依存へ

の変化である。その状況は、第 8表に明らか

である。

この表は、農林水産省の畜産物生産費調査

の対象となった肉用種の去勢若齢肥育牛にた

7 0 



e2 

第8表 若齢sE育における給与飼料の情成変化

(単位 :%) 

濃厚飼料 組飼料の情成
-給鴎F与入F飼飼F料料F 年次

F給F与-飼-料
稲わら野草栽 t告

和 40 49.9 22.5 37.1 38.3 43.5 

45 69.4 29.9 35.4 34.4 72.2 
50 78.4 57.2 17.8 24.4 85.1 
55 84.3 66.1 8.9 24.9 90.6 

資科・農林水産省「畜産物生産費調査報告J

注:いずれも可消化養分総盆 (TDN) に換算したもの
の割合.
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いする飼料給与情成の推移を示したものであ

る。まず、給与飼料中に占める濃厚飼料の割

合を見ると、昭和 40年の 50%弱から、昭和 45

年には 70%近くに急増し、その後上昇を続け

て昭和 55年には B5 %近くに達している。これ

に伴って、購入飼料依存度が上界してきてお

り、昭和 40年に 40%台であったものが昭和 45

年には 70% 台に上昇、昭和 55年には実に 90%

を越している。

なお、このような動きの中で昭和 40年には

購入飼料依存度が濃厚飼料依存度を下回って

いたものが、昭和 45年には逆転し組飼料もま

た購入に依存する事態が現れてきた。給与す

る組飼料の内容を見ると、野草の減少に加え

て栽 t音粗飼料も減少を示してきており、組飼

料給与の絶対量を減らしながら専ら稲わらに

依存する形態に変わってきている。

第 2の変化は、昭和 4 0年代後半以降にお

ける出荷時体重の増加とそれに伴う肥育期間

の長期化である。始まった当初の若齢肥育

7 2 



は、出荷時体重 450 kg・肥育期間 12カ月程度

を目僚としていた 4)。昭和 40年代の初期ま

ではおおむねこの水準で准移してきたものの

昭和 4 0年代後 半に入って出荷時体重の地加

が現れ、それに伴って肥育期聞が延びてき

た。その傾向は 5 0年代に入ってさらに強ま

り、近年においては、出荷時体重 650kg 前

後、 H~ 育期間は短くても一年半長いものでは

二 年近くに及んでいる。

以上の動きは、上質肉生産化(枝肉規格「

上 J以上)を伴って現れてきている。その結

果、肥育素牛の選択の仕方も変ってきた。若

齢肥育の成立初期においては、若齢肥育の肥

育期聞が成牛を素牛とする他の肥育方式に比

べて長いために、 I普体の速い系統の素牛が選

択された。具体的には「鳥取系 Jの素牛であ

る。それが成牛を素牛とする肥育の減少 ・若

齢肥育の一般化、乳用おす子牛肥育の普及に

伴って肉質重視の素牛選択に変ってきた。 r

鳥取 J純系から父系「兵庫」へ、さらに「兵

7 3 



庫 J純系への移行である。

以上指摘した肥育授術の変化は、何も和牛

の若齢肥育に限ったことではない。素牛選択

にみられる変化は肉用種に特有のものとして

も、その他の変化は乳用雄子牛肥育について

も同様であり、肉用牛 ij~ 育全般に共通の傾向

として現れてきている。

2 .流通飼料依存促進の要因と背最

肉用牛肥育技術に現れた変化の中で、濃厚

飼料依存の傾向と流通飼料への傾斜は、いう

までもなく肉用牛肥育に特殊なものではな

い。それは昭和 3 0年代後半以降顕著となっ

たいわゆる「高度経済成長」の進行の下で、

省力化 ・大規犠化に対応して畜産部門に共通

に現れた動きである。

高度経済成長の農業への影響は、周知の通

り、一つは土地価格の上昇による土地依存を

基調とした規模依大の制約、 二 つには労働市

場の鉱大による兼業化の進行、三つには物価

水準の上昇による生産費および生計費の増大

7 4 



として現れた。これらの影響が棺互にからみ

あって、省力化 ・大規模化を促進した。

生計費の I普大はいうまでもなく所得額の糟

大を要求するが、それを可能にする即応的な

方向として頭数増が求められ、さらに、兼業

化に対抗する手だてとして労働報酬水準の向

上が諜題となった。頭数滑にしても、労働報

酬水準の向上にしても、限られた家族労働力

の下では省力化が前提になる。土地価格の上

界によって外延的鉱大が制約されたこともあ

って、省力化と規模鉱大を同時に実現する方

向として流通飼料依存路線が選択された。

以上の高度経済成長がもたらした畜産への

影響をさらに的確にとらえるために、高度経

済成長の農業に与えた影響について、経営的

な視点からもう少し詳しく見ておこう。

昭和 30年代に入って始まった日本経済の高

度成長は、畜産経営に限らず農業経営 一 般に

共通する影響として、経営の存立 ・安定条件

を変化させた。それを条件式で示すと、次の
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ようになる。

[高度経済成長開始前]

混合所得一借入金償還額孟母低所要家族

生計費

[高度経済成長開始後]

①混合所得一借入金償還額己最低所要家

族生計費

②混合所得水準孟農外就業労賃水準

混合所得水準 = 混合所得/労働投下

高度経済成長開始前は、周知の通り労働市

場が狭く雇用が限られていたために、家族が

生活するに足りる所得が得られるならば農業

経営は存立し得た。しかし、高度経済成長の

開始に伴って労働市場が拡大し雇用が増大す

るに及んで事態は変わった。農業以外の生活

手段が現れたことによって農業経営はそれと

の競争関係に立たされることになった。いう

までもなく兼業化との競争である。その結

果、農業経営が安定的に存立するためには、

~業経営を通じて生計費を賄うに足りる所得

が得られると同時に、それに加えて他産業就

7 6 



業を上回る所得効率が要求されることになっ

た。同じ労働投下量でどちらが多くの所得を

得ることができるかということである。

高度経済成長による労賃水準と物価水準の

継続的な上昇は、農業の競争条件を 一 層厳し

くした。JlOち、上記の条件式の右辺を不断に

上昇させることによって左辺の上昇を促迫し

た。そのような状況下で、 二 つの条件を同時

に満たすための相対的に容易で可能な手段と

して省力化と規模拡大が選択された。物価水

準の上昇による生計費の地大の下で、①の条

件を満たすために規模鉱大を選択し所得の絶

対額の増大を追求した。限られた労働力で規

僕鉱大を可能にするには省力化が不可欠であ

り‘同時に②の条件を満たすためにも省力化

が課題となった。省力化により労働の所得効

率の向上を図ることによって、継続的に上昇

する農外就業労賃水準に対抗した。

省力化の手段はいうまでもなく機械化であ

り、施設の合理化である。それに加えて、流

7 7 



通飼料への依存、経営の単 一 化もまた有力な

手段となった。流通飼料に比較して相対的に

割高な飼料生産を縮小し、それへの労働役下

を節減しそれを 頭 数増加に顕り向けることに

よって規模舷大を可能にしまた労働の所得効

率の向上を図った 5】。単 一 化もまた労働の分

散投下を排し、労働作業を単純化することに

よって省力化の方策となった。

先に掲げた経営の存立・安定のための条件

は、規模鉱大の進行に伴って変化を示す。 ①

はそのままとして 、② が修正される。 r混合

所得水準孟農外就業労賃水準 J から「労働所

得水準(労働報酬水準)孟農外就業労賃水準

」への変化である。

規模拡大による投下資金の地加に伴う借入

資金の増大は、自己資金投下比率(自己資本

比率)の低下を招き、支払い利子を上曽大させ

ることによって事実上混合所得からの資本利

子部分の分離をもたらす。自己資金による規

僕拡大の場合も、資金投下額の増大は経営者

7 8 



に利子意識を醸成し、混合所得から資本利子

を控除した労働所得概念の形成を促進する。

混合所得からの地代部分の分離 ・自 立はなお

遅れるにしても、養豚、養長島等の非土地利用

型部門においては資本利子が分離することに

よって事実上労働所得が形成される。酪農そ

の他の土地利用型部門においても規模拡大に

伴う借入地の増大、支払い池代の噌大に伴っ

て徐々に地代の分離が進む。土地価格の上昇

もまた地代意識を醸成し、労働所得概念の形

成を促す.)。

以上の経営の存立・安定条件の変化は、第

1 2図によって裏付けられる。ごの図は、酪農

経営に例を取り、飼養頭数規模を指標とした

区分による階層分解の分岐潜層の変化と分岐

階層(増加階層の下隈階層)における収益水

準の推移を示したものである。さらに、収益

水準の比較対照として、常用労働者 5人以上

規模の製造業における男女込み 1 日平均賃金

の推移を合わせて示している。なお、収益水
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第12図 労賃水準の上昇と階層分解における分岐階層の変化

(頭)

40 

30 

/ ， ， 
e 
a ， ， 

v
/
 

ii
J

一係
。

20 

2 4 6 8 10 12 14 16 (千円)

資料:加用信文監修「日本農業基礎統計J.農林水産省「畜
産統計J.同『畜産物生産費調査報告」及び労働省『毎
月勤労艦十調査』

注 ;1) 破織は分岐階層の1日当たり所得額、点織は1日
当たり家族労働報剤、実iQlt常用労働者5人以上規
模の製造業の1日当たり平均賃金を‘図中の数字は
当該規模に分岐階層埠唆化した年吹を示す.

2) 分妓階層の頭数t主、牛乳生産費調査対象経営の当
紋規僕階層の平均.
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準は「投下労働 l日当たり混合所得」と「投

下労働 l日当たり労働所得(労働報酬) J で

とらえている。図中の数字は、縦軸によって

示される飼養頭数規模への変化の年次を表わ

している

これによると、年次が進むにしたがって分

岐階層が上昇していることが 一 見して明らか

である。しかも、昭和 47年までは分岐階層の

「投下労働 l日当たり混合所得 j がおおむね

常用労働者 5人以上規僕の製造業男女込み 1

日当たり平均賃金で示される「良外就業労賃

J とほぼ同水準を示している。ここまでは農

外就業労賃水準と混合所得水準が対比され、

同水準かあるいは後者がそれを上回ることが

経営継続の目安になっていたものと推測され

る。その後、昭和 48年以降の分岐階層の収益

水準は「役下労働 l日当たり労働所得」が農

外就業労賃水準とおおむね同水準を示すよう

になり.分岐階層の投下労働 1日当たり混合

所得水準と 1日当たり労働所得水準がかい離
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する傾向を示している。

以上の変化は、経営を継続するか否かの収

益性から見た目安の変化を示すものと思わ

れ、混合所得からの資本利子の分離 ・自立あ

るいは地代を意識した収益概念の形成を示す

一つの証左といえる。

もちろん、以上の混合所得から労働所得へ

の変化は、部門によっても表われ方の時期的

なズレあるいは経営の立地する地域によって

も多少の相違を持っと思われるが、少なくと

先に明らかにした高度経済成長によってもた

らされた①の条件から①および②の条件への

経営の存立・安定条件の変化は、農業経営の

各部門に共通する変化といって間違いない。

ごのことが肉用牛経営を含めて畜産において

は規模鉱大と流通飼料依存を強め、養豚・養

翁等の非土地利用型畜産部門への傾斜を強め

たといえるであろう。

3 .出荷体重 t曽 ・上質肉生産化の要因

と背策
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第二の変化としての出荷時体重増と肥育期

間の延長は、和牛の役畜から用畜への移行を

基調とする肉用牛生産の展開に対応して現れ

てきたものである。変化をもたらした基本的

な契機は、用畜化に伴う牛価水準の上昇であ

る。そのことによる素畜費負担額の治大が何

よりもまず出荷時体重増を促進した直接的な

要因として上げられる。

素畜価格が上昇してもなお出荷時体重をそ

のままに留めておくとす れば 、いうまでもな

く枝肉 1k g当たりの素畜費負担額が地大す

る。そのことは取りもなおさず収益性を低

め、場合によっては赤字を 生 みだすことにも

なりかねない。素畜価格の よ 界の下で収益性

を維持するための 一 つの対応策が、出荷時体

重の増大であったといえる.

第 13図がそのことを示している。この図は

昭和 43年以降昭和 59年までの素牛の 生体単価

と出荷時体重、さらに枝肉 1k g当たりの価格

にたいする枝肉 1k g当たりの素畜費負担額の
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割合の推移を示したものである。素畜価格が

上界しでもなお筏肉 1k g当たり価格にたいす

る妓肉 1k g当たりの素畜費負担額の割合は 50 

%前後に留まっている。かりにこの問、昭和

40年代前半の出荷時体重をそのまま維持して

きたと仮定するなら、昭和 50年代後半には枝

肉 1k g当たり価裕に占める素畜費負担額の害1)

合は 70% 前後に及んでいたことになる。

出荷時体重の増大は、いうまでもなく他方

では肥育期間の長期化を招き、収益性にとっ

てマイナスをもたらす。このごとを緩和した

のが第 9表にみるようなこの聞における枝肉

価絡と飼料価絡の相対的な関係の変化であ

る。昭和 40年代半ば過ぎまでは 1 kg当たりの

価格で比較すると、枝肉価格は飼料価絡の 2

0 倍前後の水準であった。その後この比率は

増大し、昭和 50年代に入ってからはおおよそ

3 0倍前後で縫移している。要するに、校肉

価格が飼料価格にたいして割高になったわけ

である
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第9表後肉価格と飼料価格の相対的な関係の推移

昭

(単位;円・%)

年次 枝肉価裕(a) 飼料価格(b) (a)/(b) 

相43 i36 36 20.0 
44 714 36 19.8 
45 763 38 20.1 
46 786 38 20.7 
4i 868 3i 23. :; 
48 1，323 50 26.5 
49 1，241 65 19.1 
50 1. 519 66 23.0 
51 1，782 66 27.0 
52 1. 703 64 26.6 
53 1. 677 56 29.9 
54 1. 894 60 31. 6 
00 1. 948 70 27.8 
56 1，850 72 25.7 
57 1，890 68 27.8 
58 1. 876 69 27.2 
59 1. 799 70 25.7 
60 1，831 64 28.6 

資料:農林水産省「食肉流通統計Jおよび「良
村物価賃金統計J
i主:枝肉は中央卸売市場10市場の去勢和牛平
t勾lkg当たり.飼料は肉牛配合単袋価格1

kg当たりの単価を示す.
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一般に出荷時体重を大きくすると肥育末期

の増体量が減少し、それに応じて一定期間当

たり(例えば一日当たり)の噌価額が少なく

なる。そしてさらに肥育を継続するなら、や

がては飼料費が地価額を上回ることになり

それまでに累慢された利益部分を減らすこと

になろう。しかし、飼料単価にたいする綬肉

単価の開きが大きくなれば、飼料費が増価額

を上回る時点は退くなり、肥育期間が延びて

もなお出荷時体重を大きくすることが収益性

を高める可能性が高くなる。もちろん、肥育

期間の延長は年間の出荷頭数を少なくし(肥

育回転率の低下)、収益性にマイナスに働く

可能性もあるが、それにしても飼料価裕と枝

肉価格の開き具合によっては盛大収益実現の

ための巌適出荷時体重は異ることになろ

う 7 )。

素畜価格の上昇、出荷時体重の治大に伴っ

て上質肉生産化の動きが現れてきたのも、以

上みたところと同じ理由に基いている。枝肉
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1 k g当たり価絡の素畜費負担額を低減させ、

さらに飼料価憾と枝肉価絡との開きを大きく

することが収益性の向上をもたらすとすれ

ば、出荷時体重の I首大に加えて上質肉生産化

による枝肉価憾の引上げが素畜価格の上昇に

対するもう 一 つの対応の仕方になる。

上質肉生産を目標とするために出荷時体重

が大きくなり.その結果肥育期間が延びてき

たとする見方もあるが、原因と結果が逆であ

ろう。素畜価絡が高くなったことが上質肉生

産化を促した原因であり 、 先にみた飼料価格

と枝肉価格の相互の関係がそれを促進したも

う 一 つの理由といえる。

素畜価格の上昇、飼料価憾と枝肉価格の相

対的な関係は乳用種肥育にとっても同じであ

り、肉用種肥育・乳用種目巴育を通じて出荷時

体重を増大させ、肥育期間を長期化させてき

た要因は、以上指摘した 二 つにあるといえる

であろう

肥育技術に現れた 三 つ自の変化としての索
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牛選択の問題は、 上 質肉生産化を通じて現れ

た変化であるごとは間違いないにしても、そ

れだけではなくこれもまた和牛の役畜から用

畜への移行に伴う肉用牛生産の展開によって

引き起こされてきている。乳用種の肥育によ

る牛肉生産が、和牛の用畜化を通じて初めて

可能になったごとは先に触れた。その結果、

かつて専ら和牛によって 牛肉生産が行われて

いた段階における「大衆肉」生産=去勢牛の

若齢および壮齢肥育、 「中級肉 J生産=雌牛

の普通肥育、 「高級肉」生産=雌牛の理想肥

育といった図式 8lが崩れ‘新たに「大衆肉」

生産 = 乳用種肥育、 「中級肉」生産=褐毛和

極・日本短角種等の若飴肥育、 「高級肉」生

産=黒毛和種の若齢肥育といった図式が形成

された。

「大衆肉 J生産として位置付けられていた

段階における去勢牛の若齢肥育は、他の肥育

形態に比較して生産される牛肉の評価が低く

しかも肥育期聞が長いために、収益性向上の
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手だてとして増体の良い素牛が求められた。

しかし、その後和牛の用音化に伴って「大衆

肉」生産の地位を乳用雄子牛あるいはその他

の乳牛肥育に取って替わられるに至って状況

は変った。肉用種による牛肉の乳牛肉にたい

する差別化と枝肉の高価格化(肉質の向上)

が迫られた。

「鳥取」純系から父系「兵庫 J へ、さらに

「兵庫」純系への素牛選択の変化は、以上の

動きを背景として現れたといえるであろう。

4 .肉用子牛生産への影響

以上明らかにした肉用牛肥育における技術

変化は 、 肉用牛繁殖過程の技術のあり方に影

響する。

肉用牛肥育における出荷時体重の増加 ・肥

育期間の延長は、より体重の大きい子牛への

需要を強め、子牛出荷時月齢の延長と体重の

増加をもたらす。その結果、繁殖過程におけ

る濃厚飼料依存 ・流通飼料依存の傾向が強め

られた。第 1章・第 2節の lで明らかにした
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用畜化に{半う成牛肥育から若齢肥育への移行

に対応する子牛出荷体重の地大の動きが、若

齢肥育移行後の出荷時体重婚と肥育期間の延

長によって一層促進され、子牛の発育促進を

中心とした飼料給与構成への変化をもたらし

た。

第 10表に見る通り、子牛生産においても給

与飼料に占める濃厚飼料の割合が上昇してき

ており、昭和 35年に 15%程度に過ぎなかった

ものが昭和 55年には給与飼料の 3分の lを越

えている。それに伴って購入飼料の割合もま

た上昇を示し、昭和 35年に 90%を上回ってい

た飼料自給率が昭和 55年には 60%を下回るに

至っている。

このような動きは、畜産 一 般に現れた高度

経済成長の影響も無視できないが、直接的に

は体重の大きい子牛の相対的な高価格が影響

している。これに肉用牛肥育における上質肉

生産化の影響が加わって、繁殖過程の集約化

が促進される。
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第10:表 子牛生産における給与飼料の構成変化

(単位 :%) 

濃厚飼料 粗飼料の僧成 購入飼料
年次
給与飼料 稲わら 野草 栽培 給与飼料

i和 35，~ 15.8 29.4 52.8 10.7 7.8 

45 20.6 25.5 52.3 20.6 17.5 

50 29.0 29.0 36.8 29.8 32.3 

55 36.8 27.6 27.1 45.1 40.9 

資料 :農林水産省「畜産物生産費調査報告」

i主:いずれも可消化養分総量(TDN)に倹算したもの
の書1)合。
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[注]

1) 当初、乳用雄 子牛肥育は出荷時月齢 12カ

月齢程度を目標とした早期若齢肥育方式と

16カ月齢以上を目標とした若齢肥育方式の

二通りの体系で奨励された。昭和 43年に開

催された第 1回「乳周雄子牛育成肥育経営

コンクール J に参加した経営の出荷時月飴

平均 を見ると、 早期若齢肥育 14.3カ月齢

( 1 4事例) 、若齢肥育 17 . 1カ月齢 (9事

例)となっている( ~畜産経営指導発展

史』中央畜産会 .1985.p.223)。

2 )栗原幸一「牛肉需給の現状ーその槍造と

特質 J 農林漁業金融公庫『公庫月報.!I Vol. 

20. So. 2.1972. pp. 9-10. 

3 )牛肉に対する豚肉の相対的な高価格化は

昭和 21年以降の現象であり、第 2次大戦前

は牛肉の方が高かった。第 2次大戦後にお

ける豚肉の高価格化は飼料の需給事情が影

響していると思われる。食料不足の社会的

な状況の下で、相飼料を主とする牛肉より

はま自類であっても穀物由来の飼料に基づく

豚肉の方が飼料コストの商で高くなったも

のと考えられる。

4 )上坂章次「和牛肥育技術の種類とその比

鮫 j 養賢堂『音産の研究.!I Vol.I6.No.l. 

1962. p.125.p.129. 

5 )畜産経営問題研究会編『日本農業の課題

と実践』明文書房 .1982.pp. 74-75. 
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6 )磁辺秀俊教慢は、家族経営を類型区分

し、商品経済と賃労働市場の発展につれて

「労働型家族経営 J から「資本型家族経

営 Jに変わるとしている。その場合、自家

労働評価の上昇に伴って‘ 「農業所得一自

家労賃見積=農業資産所得」といった収益

凝念が形成され、資本家的企業の性格に近

づくとしている(磯辺秀俊編『家族農業経

営の変貌過程』東京大学出版会， 1962，pp. 1 

6サ 1)。さらに、御園喜博教授は、 「混合

所得要求の段階」にある「順当な小商品生

産農業経営 J から、外部労働市場の発達に

伴って rv範目書が現実のものとして形成・

確立され」、 「機械化や設備投資の巨大化

や外部資金の導入などを契機として利子範

隠ーひいては萌苦手的利潤=利潤範鴎が事実

上形成され確立する J とし、結果として「

経営主労働および管理所得 Jを追求するか

あるいは経営主自身の労働を機会費用とし

て評価 ・控除し、それ以 上 の利潤 ・地代部

分を追求する r r企業的 J (小 7ルンヨ 7 的)

小農経営」が現れるとしている(御園喜 1導

『現代農業経済論一小農経営の発展と変質

ー』東京大学出版会， 1915，pp. 24-25)。

しかし、現実の経営の展開を見ると、労

働市場の発達に伴って自家労働評価が高ま

る結果、経営成果の判定基準が変わり、手IJ

子範蟻が形成されることによって混合所得

からそれが控除され労働所得に純化する(

自家労働の完全評価)。労働所得の徹底的
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な追求が、雇用労働を可能にし、その結果

労賃が経営費として分離・自立化し、利潤

範喝が確立されるととらえた方が適切のよ

うに思われる。

7 )栗原幸 一「 肉用牛経営をめぐる問題と今

後の課題」日本農業経営学会『農業経営研

究 A Vo1.23.No.2.1985.pp.25-26. 

8 )前出.上坂章次 pp. 12い 12 9 . 
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第 3章 肉用牛経営の課題と展開の方向

第 l節 肉用牛経営の環境と基本課題

これまで肉用牛生産成立の緩緯とその後の

展開、それに対応した経営の変化を跡付けて

きた。それをふまえて現状における肉用牛経

営の問題の所在を検討しよう。先ず.経営的

伎術的な個別的な問題に入る前に、現在肉用

牛経営のおかれた状況と肉用牛生産の基本的

な課題を明らかにしておこう。

肉用牛経営の今後を検討する上で避けるこ

とができないのは、牛肉の愉入自由化を焦点

とするいわゆる国際化であろう。既に、序章

で小論の課題を限定したように、ここではこ

れを検討の主題にする訳ではないが、肉用牛

経営のおかれた状況と今後の方向に大きく影

響を及ぼす問題としてとらえておく必要があ

る

そこから出てくる課題は、いうまでもなく

国際競争力の強化であり、自給力 ・自給率の
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向上であろう。緒的にいうならば、コストダ

ウンを図り、収益性を維持しながら牛肉の価

裕をいかに 引 き 下げ るかとい うこ とになる。

そのための糸 口 とみち筋を示すと .第 14図の

ようになる

この図の意味するところは、牛肉 生産の コ

ストを引き下げ、牛肉の価格を引き 下げ るに

は繁殖過程のコストダウンが 土 台であり、そ

こでの収益水準の向上による 生 産頭数 t曹がな

ければならないということにある。それを出

発点として矢印で示される順序をたどること

によって初めて可能になることを示してい

る

伊lえば、乳周種による 牛肉生産 に限られ

た、あるいは肉用種を含めた肥育過程に限定

されたコストダウンを図っても、結果として

牛肉コストを引き下げることはできない。肥

育過程に限られたコストダウンはそのことが

肥育経営の収益性を高めるとすれば素牛需要

を喚起し、素牛価格の上界によって相殺され
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第 14図 牛肉生産コスト ・価格ダウンの概念図

r一一一一一一〈肉用種)ーー一一一、，----{乳用種トー¥

(牛肉生.産量検)

|肥育品主主下唱雪豆司

i (子牛」頭側)

L|竺竺?"?;;La--ー一一一八!雪空きてlj
注:1~用組については生趨可能限宜までの牛肉生産が行われており.かつ1~

用牛による牛肉生産量だけでは牛肉需要を満L仰ない場合を前提.
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るからである。もち論、 ij~ 育過程のコストダ

ウンに平行して輸入による 牛 肉供給量が地

え、その分価裕を 下 げるとすれば別である。

しかし、その場合は子 牛 生産が抑制されるこ

とによって自給力をむしろ弱めることになろ

う

肉用漫による肉用牛生産、なかでも繁殖過

程でのコストダウンが不可決の要件になるの

は、わが国の牛肉需給あるいは畜産物需給の

特質による。それは牛肉と生乳の消費の不均

衡とそれを反映した牛飼養の憎造にある。

そのことをもっとも端的に明らかにするた

めに、畜~先進国である西欧諸国とわが国を

比較してみよう。第 11表がそれである。

この表 l立、西欧諸国とわが国の人 口 l人 当

たり牛飼養頭数と人口 l人当たり年間牛肉消

費量を対比したものである。この表で明らか

なように西欧諸国とわが国の相違点、は.先ず

西欧諸国の人口 l人当たり乳用成 雌 牛頭数の

多さである。肉専用種を多く保有するイギリ

9 9 



第 11表 西欧と日本の牛飼養頭数および牛肉消費水準の比絞

E司養頭数(頭) 牛肉
区 分 消費量

成手L牛 牛計 (kg) 

日 本(A) 0.009 O. 035 5.0 
イギリス (B) 0.059 0.231 23.0 
フランス (C) 0.131 0.434 33.0 
EC平均 (0) 0.092 0.288 26.0 

(B) / (A) 6.6 6.6 4.6 
(C) / (A) 14.6 12.4 6.6 
(0) / (A) 10.2 8. 2 5.2 

資料 農林水産省「畜産統計J r食肉流
通統計JsJU Bundesminiserium fur 
Ernahrung.Landwirtschaft und 
Forsten 'STATISTICHES JAHRBUCH 
uber ERNAHRUNG LANOWIRTSCHAFT 
und FORSTEN • 
注 1) r飼養頭数」は人口 l人当た
り、 「牛肉消費量」は人口 l人
当たり年間量。
2) r牛計Jには肉用種を含む。
飼養頭数はいずれも 1981年。
3) r牛肉消費量Jは日本は 1980
年、その他の国は 1979/80年。
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スで 6.6 倍、同様に肉用種を保有するフラン

スで 14 . 6倍. E C平均では 10倍を上回る。次

に明らかな相違点は、乳問牛からの牛肉生産

量だけでも消費量を上回る牛肉生産能力を持

っていると後定されることである。

わが国の乳用生からの牛肉生産量は、第

II表に掲げた飼養頭数と同 一 年次である 198 1 

年をとってみると人口 I人当たり年間 2.8 k g 

で、これに西欧諸国のわが国に対する乳用成

雌牛頭数の倍率を乗じてみると、イギリス

1 8 . 5 k g、フランス 40.8kg、 E C 平問 28.6kgに

なる。もち論、西欧とわが国とでは繁殖率、

経産牛の耐用年数、 ij~ 育出荷時の体重等の+目

途があるから、倍率通りには生産されないに

しても.乳用成雌牛頭数から見た乳用牛によ

る牛肉生産能力の推定としては許されるであ

ろう。 19 8 1年におけるわが国の乳周牛からの

肉牛生産頭数は、その時点での子牛生産頭

数、経産牛の耐用年数等から見ておおむね限

度に近いと考えられるから、その点でも推定
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恨拠として問題はないであろう。

以上から推定される西欧における乳用牛か

らの牛肉生産可能量を、第 11表に示す人口 l

人当たり年間牛肉消費量と比較すると、イギ

リスで多少下回るもののフランスあるいは E

C 平均では生産可能量が消費量を上回ってい

る。このことは、西欧においては牛肉生産を

全面的に乳用牛に依存しでも、なお牛肉需要

をおおむね満たすことができることを示して

いる。

牛乳消費と牛肉消費の以上のような関係

は.歴史的に形成された食情造といった観点

から見ると本衆的なもののように思われる。

牛乳生産を主体に飼養される牛から、結果的

に得られる生産物としての「牛肉」を消費す

るといった関係である。少なくとも、牛乳生

産のための牛から得られる肉量と無関係に、

それを大幅に上回る牛肉を消費するといった

食構造は特異なものであるけ。

わが国の場合は牛飼養頭数を基準にして見
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ると、牛乳の倍近くの牛肉を消費しているこ

とになる。役用として飼養されていた在来の

牛と無関係に乳用牛を移入し、牛肉消費は在

来の牛に基礎を置くといった両者の断絶した

関係の下で形成された食情造が影響している

ように思われる。

いずれにしても、わが国の場合は肉用種が

牛肉需給均衡化の鍵を握っている。したがっ

て.国際競争力を強め自給力・自給率を高め

るためにも、コストダウンを図る上でも和牛

を主とした肉用種による生産の拡大 ・強化が

基本におかれなければならないことになる。

第 2節 肉用牛繁殖経営の課題と方向

1 .経営の特質と問題の所在

肉用牛生産の基本課題が肉用牛の繁殖部門

にありながら、ごれまでの肉用牛の展開を見

ると.畜産の中でもっとも後進的な部門とし

て位置付けられ、肉用牛肥育に対しても相対

的に遅れた展開を示している。その原因は、
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大きく分けると こ つある 。

一 つは.既に第 l章で詳説した役肉用牛の

用畜化過程、商品 生 産的肉用牛飼養の成立過

程における肥育部門の先導的展開に対する繁

殖部門の後進性 。二 つには、 エ 地依存を不 可

欠とする繁殖部門の経営的性情と家畜 生 理に

由来する生産性向 上 の限界性。である。

商品生産的肉用牛飼養の成立過程における

繁殖部門の後進性は.繁殖部門が肥育部門に

対する原材料(素畜)供給部門であることに

よるものであり、最終生産物生産部門として

の肥育部門の商品 生 産化が契織となって繁殖

部門の商品生産への移行が進む。したが っ

て、商品生産を目的とした用畜飼養経営とし

ての繁殖経営の形成・確立が肥育部門に対 L

て相対的に遅れることになる。

肉用牛の繁殖部門が 土 地依存型であること

は、いうまでもなく牢自体が草食性であると

同時に繁殖生理を利用する生産部門であるこ

とによる。しかも、牛の繁殖は年間 l産 ・ l
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頭が限界であり、そのことが労働あるいは資

本集約化が進んだ場合に高コスト化をもたら

すことになる。牛の繁箔生理を利用すること

では酪農もまた同じであるが、酪農において

は牛乳生産量の増加 ・E主乳能力の向上によっ

て追加投資によって発生するコストを吸収し

資本集約化が結果として生産コストの低減を

もたらすことが可能である。家畜生産能力の

向上による竺産量の I哲加に限界があるところ

に肉用牛繁殖部門の技術的な特質があり、同

時にそのことが経営的な特質を形成する，)。

以上の二つが相互に関連して、現状におけ

る安殖部門の後進的性格を作り出している。

前者は部門の性格を反映しているものの、あ

る意味では単純な展開過程におけるタイムラ

グに留まるのに対して、後者は経営的技術的

特質に基づくものであり、したがって、肉用

牛繁殖部門に国有のものである。今後の課題

を検討するには、その性絡を考慮した問題の

分析と、それを前提した経営の展開方向が求
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められる。

課題と方向の検討に入る前に、以上の性絡

に加えて現在当面している問題を若干監理し

ておこう。

現状;こおげる繁殖部門がかかえている問題

の第 1i主、繁殖部門における労働生産性の低

さである。このことが子牛の生産コストを高

くじ‘コスト上昇の度合を大きくしている。

そのことは第 15図に明瞭に現れている。

この習は昭和 43-45年を基準として、その

後の畜産物生産コストの上昇度合を比較した

ものである。子牛生産コストの上界が最も著

しく、次いで肉牛となっている。肉牛の上昇

は子止生産コストの上昇を反映したものであ

ること泣いうまでもない。

このようなコスト上昇が労働生産性の低さ

に起因していることを明らかにするために示

したのが、第 12表である。ごの表は同じ大家

畜部門ということで、望者殖(子牛)と酪

農(牛乳)の費目別上昇率を比較したもので
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第 12表 子牛と生手Lの費目別費用上昇率の比較

区 分 子牛 (a) 牛乳 (b) (a) / (b) 

流通飼料貸 261. 7% 197.5% 1. 33 

直 栽 I音飼料費 377.0 252. 7 1. 49 

接 労 種b Y!1 368.9 241. 8 1. 53 

1空 そ σ3 他 236.6 234.2 1. 01 

E十 318.0 223.8 1. 42 

問 施設・機械償却費 227.4 223. 1 1. 02 

t妻 家畜償却資 297.0 150. 2 1. 98 

1堂 言十 2iO.8 172. 6 l. 57 

メEミコ 自十 310.6 216.4 l. 44 

資料 農林水産省 「畜産物生産質調査報告J
注:昭和43-4oe'.平勾を基準とする昭和60年の上昇率。
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ある。酪農に比べると裁 t音飼料貸 ・労働費 ・

家畜償却費の上昇率が高い。労働賛は勿論の

こと、栽培飼料費・家畜償却費ともその高低

には労働投下量が関係する費目である。議 t音

飼料費には主主 t音労働費が含まれており、家畜

償却費には育成実牛(子牛)生産量過程で投下

される労働資、さらに育成過程での労働賛が

含まれている。

労賃水準の上昇が各部門共通に生産コスト

を押しあげる形で影響するにしても.労働投

下最が多ければそれだけ大きく影響すること

はいうまでもない。前掲第 15図に見るよう

に、労働投下量の比薮的少ない養豚・養絡の

コスト上昇率が J尽く.労働投下量の多い犬家

畜部門の上昇率が高いことからもそのことは

明ら か である。さらに、省力化のテンポの度

合いの違いによっても生産コストの上昇率は

違ってくる。子牛の生産コストにはその点も

また影響しているものと恩われる。

繁殖部門がかかえている問題の第 2点は、
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所得水準に対する労働報酬水準の相対的な低

位性である。第 13表に見る通り、磁良部門と

対比すると、その特徴は明瞭である。表出し

た数値は両部門とも昭和 62年から平成元年ま

での 3カ年間の平均であり、繁殖部門にとっ

ては子牛価絡の回復期から高峰期にかけての

比較的安定した時期の実績である。

ごれで見ると、所得率は酪良部門とほぼ同

水準にありながら労働報酬は酪農の半分にも

及ばない。昭和 63年の常用労働者 5 人以上規

模の製造業の l日平 問賃金が 13.824円、農業

臨時雇用労賃は 6• 3 74 円であるから、繁殖部

門は農業雇用労賃水準にも及ばない水準に留

まっていることになる。

このような収益性における所得水準と労働

報酬水準の不均衡は、先に指摘した繁殖部門

の労働生産性の低さに起因している。平成元

年度における農林水産省の畜産物生産費調査

の対象農家の平灼を見ると、子牛を 1頭生産

するために投下されている労働時聞は、飼料
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第 13表 酪~と肉用牛車き殖の収益性の比較

区 分 酪農 肉用牛安殖

祖 収 益 684.800円 ~ 55.350 円

所 {号 312.527 211.098 

売日'lt:;?簡 12.475 5. 737 

所 得 率 45.6 % 46.4 % 

資料 :農林水産省「畜産物生産費調査
報告」

注 1) 飴良は経産牛年間 l頭 .肉
用牛繁殖は成雌牛年間 1~íi 当
たりの昭和62-平成元年の平
I句。

2 ) 所得および家族労働報酬に

は飼料生産に投下した家族労

働費を含む。
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生産労働を含めて 188.2 時間であり、 8 時間

換算で 23 • 5日になる。仮に、常用労働者 5 人

以上規模の製造業と同じ水準の労働報酬を得

ょうとすると子牛 l頭で 32万円を上回る労働

貨が実現されなければならないことになる。

繁殖経営における多労性は、子牛生産コス

トの上昇を激しくしているだけでなく、労働

報 酬 水準を低下させる ζ とによって繁殖経営

を不安定なものにしている。所得率は高くて

も労働報酬水準が低ければ兼業化にも対抗で

きないからである。このことが影響してます

ます子牛の高価格化を迫求することになる。

繁殖部門には他にさまざま問題が存在する

にしても、経営的な視点から見た場合の問題

は以上に集約されるといって良いであろう。

2 . 経営展開の方向と課題

先に明らかにした繁殖部門の性格から見る

と、経営展開の方向は大きく分けて 二 つあ

る。一つは、土地基盤の鉱大による粗放的飼

養による規模鉱大の方向。もう一つは資本集
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約的な飼養における省力化の方向。である。

そして、単 一 化の可能なところは別として.

複合化による経営収益の向上に寄与する展開

である

坦放的飼養による規僕絃大の方向は.北海

道、沖縄等の島鋼部その他の限界地域、ある

いは入会地利用に可能性が見出される。した

がって一般的な方向は後者であろう。単 一 化

の可能性は、草地基盤の限界地域、あるいは

畑作地域で展開する可能性がないわけではな

いが 、 繁殖部門の基本的な方向として慢合イヒ

が険討される必要がある。

第 14表に見る通り、現状における繁殖部門

は圧倒的に復合部門として存在している。こ

の表 l立、北海道の地域的特殊性を考慮して都

府県に限って表示している。これによると 、

昭和 60年現在、単一緩営が酪農で 27.7%を占

めるのに対して繁殖では 4.4 %に留まり、繁

殖部門が叛売額順位で 11.立を占める経営を含

めても 16.7%を占めるに過ぎない。販売額 l
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位を含めた場合の酪農の 50.796と比較する

と、繁殖部門の相違が際立っている。

このことは肉用牛繁殖部門の規模抵大の遅

れと困難性の反映と見ることもできるが.他

方では肉用牛繁殖部門の複合に適した性倍、

仮にそれを複合適性というならばその反映と

見ることも可能である。肉用牛繁殖部門の具

備する復合適性は、次の三つに整理できる。

①土地利用への適応性:耕地から山地を含

めて利用可能

②労働力利用への適応性:壮齢・高齢 ・婦人

労働力で飼養可能

③飼養規模の選択性 :小規模 から大規幾

までの成立可能

土地利用について見ると、利用し得る土地

の種頬を問わないということに留まらず、ま

さにそのこととも関連するが舎飼~放牧にわ

たる飼養方式の多様さが土地の利用方式を多

様にする。飼養規僕の選択性は、生産物の販

売方法と関連している。産地市場を通じて l

頭単位で販売される 7-7ヲチ i'} の特性が、他の
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部門とは異なって流通面から要求される規償

要件を弱めている。労働力利用については説

明するまでもないであろう。このような性絡

が、肉用牛繁殖の復合部門としての導入を可

能にしていると見て間違いない。

単一化の方向をとるにしても復合化の方向

をとるにしても、肉用牛繁殖部門の課題は省

力化による労働収益性の向上とコストダウン

である。同時に省力化を図ることによって、

一定の規模拡大を追求する必要がある。傾合

適性をもっているということは、いうまでも

なく部門の性絡がそうであるということであ

って、小規模でも経済的に成り立ち得るとい

うことを意味する訳ではない。

以上の方向に添った今後の繁殖部門の経営

のあり方を列挙すると、 i欠の通りである。

(1 )稲作・大規模復合経営

水田単作地平存においては稲作に限定され

た単一化による規僕鉱大では、兼業からの

脱却は不可能である。通年就労を可能にす
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るためにも復合化が絶対条件になる。

典型事例:稲作 12.7 h a，成雌牛 31頭.労

働力 2. 3 人で、所得 1， 1 60 万円 31。

( 2 )畑作大規僕複合経営

地力維持、連作障害回避のための繁殖部

門導入。酪農等では労力的に競合し.養豚

その他では土地利用での結合性が弱い。北

海道十勝地方の畑作地帯あるいは南九州の

畑作地帯に可能性を見出すことができ

る

典型事例:畑作 31.1ha，草地 18ha成雌牛

3 6頭.労働力 4 人で、所得 1， 7 0 0 万円

余‘}。

(3 )稲作・畑作中小規模復合経営

比絞的普遍的に展開可能。集団的な対応

による中小規模繁殖部門と、高能率飼料生

産部門の結合による省力化の追求必要。

(4 )放牧方式導入複合経営

入会地等の共同利用を軸とした個別複合

経営による省力的飼養。
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( 5 )放牧方式導入単一緩営

限界地域における省力的経営展開 5I 0 

地域的な普遍性からいっても複合としての

展開が一般的。政策的にも単一化促進ではな

く、基幹となる部門を含めた展望ある条件を

i量定す ることが必要になる。

第 3節 肉用牛肥育経営の課題と方向

1. r上質肉 J生産の限界性

商品生産的肉用牛飼養の展開に伴って、と

くに牛価水準の上昇、それに対応する乳用牛

による肉牛生産が成立するに及んで、和牛を

主とす る肉用極による肉牛 生産の上質肉生産

化が進行してきた。そのことは既に、第 2章

第 2節の 3項で明らかにした。

その動きは牛肉の蛤入自由化が決定され公

表されて以来一層促進された。総入牛肉に対

する商品差別化の強化である。その動きはさ

まざまな形をとっている。和牛肥育 そ のもの

の上質肉生産化、乳用種肥育 から和 牛肥育へ

1 1 8 



の転換、乳用種の交雑利用‘さらに乳用牛へ

の受精卵移値による和牛生産等である。

こうした差別化強化の方向が輸入自由化へ

の対応として有効なことは間違いない。しか

し、それを基本的な方向とすることによって

発展的な展望を見出せるのかどうか。現状に

おける肉用牛肥育の問題と将来方向は、この

去の検討 が 焦点になる。

商品差別化の追求は、いうまでもなく上質

肉を生産することによって鎗入牛肉との競合

を回避するところにねらいがある。それは価

惜の高い牛肉生産の方向であ旬、したがっ

て、事柄の性情上需要の減退を引き起こす危

険性をはらんでいる。しかもそれだけに留ま

らず、競合を回避し 上 質肉 生 産に特化するこ

とによって‘ 一 般的な牛肉、先に「普通肉 J

として区分したような牛肉の供給を全面的に

輸入に委ねることになる。それは給入自由化

に対抗する方向のように見えても、実際上は

輸入依存度を高め自給率の低下を導くことに
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酪農経営における交雑種生産さらになる。

あるいは受精卵移値技術の応用による差別化

nIl農経営が存続が持つ限界性の問題である。

いうまでもするための技術的条件としては、

それを保持しななく持乳牛の再生産がある。

がら交雑種あるいは受精卵移植による差別化

それには自可能な子牛生産を行うとすれば、

ごく単純な計算によってそのら喰界がある。

i欠のようになる。ことを示すと

経産牛飼養頭数に対する搾乳牛更新のため

仮に「搾乳牛更新必要侵の f受精頭数割合を、

とすると

搾乳牛更新必要綬精頭数率=更新補充率÷

育成率 x 2 -;-

生産率

精頭数率 J

数年用

l
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一
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以上の算式に、現状における平均的な水準

を想定し、経産牛耐周年数 3• 2年 (3産)

育成率 90%.生産量率を 85%としてそれぞれ算

入すると、搾乳牛更新必要 f受精頭数率は O.8 

17( 81.7%) となる。仮 lこ、経産牛を 100頭

飼養しているものとすると、そのうち 81.7頭

= 82頭に搾乳牛更新のための純粋樋を授精し

なければならないことになる。したがって

この場合交雑極生産なり肥育素牛生産を目的

とした受精卵移値可能頭数は 18頭に留まるこ

とになる。算式から明らかなように、経産牛

の耐周年数が長くなるか育成率や生産率が高

くなれば、肥育素牛生産のための授精可能頭

数が多くなる。

そこで水準を引上げて、耐用年数 4. 3 年

(5産)、生産率を 90%として計算してみる

と、~乳牛更新必要授精頭数率は 0 . 574(57.4

%)となり、それでも肥育素牛生産仕向けを

目的とした凌精可能頭散は経産牛飼養頭数の

半分にも及ばない。交雑種生産なり受精卵移
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備校術を応用することによって差別化を追求

しようとしても‘半分をはるかに上回る純粋

種が生産されるのであり、しかもその半分は

雄子牛である。差別化によって肥育の存立を

図り、牛肉の織入自由化によってもたらされ

ると考えられる酪農所得の目減り分を埋めよ

うとしても、ごく照られた対応に過ぎないこ

とが明らかであろう。

2 .コスト低減・収益性向上の方向

それでは牛肉の鱗入が自由化された状況の

下で、肉用牛経営の方向をどう考えるべき

か。差別化の待つ限界の打開の方向を中心に

検討する。

肉牛肥育経嘗における収益性追求の方向を

類型化すると 二 つある。 一 つは「肉質追求

型 J .もう一つは「増体追求型」である。肉

質追求型は生産物の価絡を高めることによっ

て収益性の向上を図り.糟体追求型は肥育期

間を短縮し回転を速めることによって収益性

の向上を図る方向である。したがって、前者
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は「価格僧向型 J .後者は「生産費節減型 J

といいかえることもできる。そうした 二 つの

収 E在住追求の実態的な存在は、第 16図によっ

て確認できる。

この図は、同 一 農協管内における同 一 年度

に出荷された個体別の肥育実績を基に、 r 1 

日当たり t曽価額 J と r1日 当たり増体量 J の

相関を示したものである。前者は収益水準を

示し.後者は生産性を示している 8勺 C印は

枝肉規絡「上」、 企 印は伎肉規絡「中」、×

印は伎肉規倦「並 J の個体を表わしている。

一 見して明らかなのは筏肉規俗「上」のもの

が上方に位置しており、収益性の高いことを

物語っている。しかし.同時に t首体の良い個

体は t曽体の相対的に良くない「上 J規憾の個

体よりも収益性が高いことも示されている。

そのような個体も比較的多い。このことは「

肉質」によって収益を上げる方法と「噌体」

によって収益を上げる方法の 二 通りあること

を意味しているといえよう。
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第16図 1日当たり噌体量と増価額の相関

y=1663.15x-99.47 

《。ゲワ
12佃

1αm 
日

当
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11') 6∞ 

価

tn 4∞ 

2曲

。0.1 0.2 0.3 0.' 0.5 0.6 0.7 0:8- 0.9 1.0 1.1(1<&) 
1 日当り"体量

(i主) 1.昭和国年 1-12月に出荷された個体別肥育費...

1つ町印が1頭を示す.

2. r 1日当り2・価額Jは.(肉牛飯売額ー軍牛導入

価額Vlf.lI'日散 として算出.
3.岩手県 ・S町畠峰町預託牛関悟責軒による.

1 24 



現在、肥育経営の験入自由化への対応とし

て現われている差別化は、輸入自由化による

マイナス条件を回避しながら肉質を追求する

ことによって収益性の向上を図ろうとする動

きである。いわば「肉質追求型 J r価格指向

型」への移行であり、その性格の強化であ

る。この方向が牛肉の価格を高め需要を狭め

る危険 が あるとすれば、差別化と同時に増体

を追求しコストの節減を図ることが求められ

てくる。

増体追求がもたらす収益性の向上とコスト

節減への寄与度合いを示す 一 例を上げると、

第 1O表の通りである。ここに取り上げた「肉

質追求型」の経営事例は「極上 J (日後肉規

格)以上が 80%以上占めていることからも明

らかなように、この頬型に属する典型的で代

表的な経営事例といえる。それに対して「増

体追求型」として取り上げた事例は、増体成

績から見るとこの類型としてはむしろ低水準

の事例に過ぎない 7)。伎肉価絡は前者が 1k g 
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当たり 2， 804円、後者が 1， 736円である。問

題は収益性である。収益性を表わす指標とし

てここでは「肥育回数 l 臼当たり増価額 7I J 

を示しているが、両者を比較するとほとんど

違いがない。筏肉単価で大きな違いを示しな

がら収益性では開きがほとんど消えてしまう

のは、一つは素牛価裕差、もう一つは噌体率

の遣いによる。いずれが大きく寄与している

かというと、後者である。素生価絡差の寄与

率 が 46.7 %、 t首体率の違いが 53.3 %である。

念のためにその恨拠を示すと、次の通りであ

る

素畜価f!1• i曽体が同じ場合の t曽価額

(729，552 - 426，077) /758 = 400 円

素畜価絡の相違による増価額の泊分

(426，077-236，667) /758 = 250 円

I普体効率の相違による増価額の泊分

{729，5:;2-236，667) ( 729， :;52-236， 667 ) 

527 758 

= 285 円

収益向上への寄与率

素畜価絡差 250 / (935-400) = 46.7% 

1 2 7 



増体効率差 285 / (935-400) = 53.3% 

成績優秀の「肉質追求型」と増体成績低水

準の rt曽体追求型 Jの比較でこうだとする

と、噌体追求の収益性向上、コスト節減への

寄与率は大きなものであることが分かるであ

ろう。なお、第 16表に地域単位で促えた「肉

質 J r増体」と「収益」の関係を示した。こ

こでも経営事 例 比較の場合と同じ結果が確認

される

肉用種にしても乳用種にしても肥育過程で

のコストの節減は、肥育素牛導入の採算限界

価格を引上げ子牛価絡の上昇をもたらす。そ

して、結果的に肉用慢であれば繁殖経営の、

乳周極であれば酪農経営の収益性を向上させ

る。もち論、肉質の向上による差別化も、校

肉価絡の上昇に応じて子牛価憾の水準を引き

上げる。しかじ、それは高品質の止肉生産の

期待できる系 統・ 個体の価裕を選別的に引き

上げ、系統間 ・個体聞の価絡差を大きくす

る。それにたいしてコスト低減による子牛価
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一、一一一 ーコヨ:十

第16表肉質・ 2自体と収益性

(単位 2円， g) 

農協 増価額 格付結果 枝肉単価 増体量

C 768 2.56(1) 2，488(1) 551(6) 

F 733 3.82(8) 1，8U (7) 602 (4) 

G 727 3.82(8) 1，822(10r 835(1) 

E 721 3.52(4) 1，866(5) I 572(5) 
I 70S 3.78(7) 1，864(8) I 617(2) 

資料;岩手県畜産会『岩手県における黒毛去

勢肥育牛の調査報告書JNo.3 
注;1)調査対象10農協中噌価額順位で上位

5位までを表出.カッコ内はその項

目での順位を示す.

2) r増価額J ft自体量Jは 1頭 1日当
たり， [枝肉単価』は 1kg当たりで

表示. r絡付け結果』は『特選』か ー
ら『並』までを 1~5 の数字におき
かえ、その個体別平均値で示してい

る.したがって，数値の小さい方が 一l
格付けが上位になる. ! 

1-

一一己U}iiiilJ':;'ー 斗 J斗込;ー
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憾の上昇は全体的平勾的な子牛価格の水準上

昇として現れる。したがって、肉牛肥育経営

における増体追求による輸入自由化への対応

は、肉用牛繁殖経営の展開にも寄与すること

になる。

現状の肉用牛繁殖経営における生産子牛高

価格化への傾斜は、先に指摘した繁殖部門そ

れ自体の経営的な特質に基づくが、それを支

え促進しているのが肥育部門における上質肉

生産化である。そのような動きが、上質肉生

産の期待できると予想される系統・個体の価

俗を引上げ、日巴育素牛としての子牛の個体問

倦差を大きくする。それに繁殖部門が対応

し、高価俗化を追求する。したがって、肥育

部門における培体追求による収益性向上の一

般化は、子牛価格の個体問絡差を小さくし、

結果として繁殖部門の収益性を向上させ、繁

殖部門の展開にとっても望ましい方向を切り

開くといえるであろう
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ー圃園田園回目里竺 il

[ i主]

1) 西欧ではイギリスが均衡を欠いている。

主として乳製品を値民地に依存した近代に

入ってからの政策的な影響による。

2 )肉用牛繁殖部門の経営的特質は、次によ

って端的に示される。

種畜を除く J7-"ャルλhクとしての牛の個体

価絡の相違は、乳牛の場合は産乳能力の相

違が価格形成の有力な要因となるのに対し

て、肉用牛の場合は生産される子牛の質が

大きく影響する。じたがって、家畜個体に

投下される資本の相違によってもたらされ

るコスト差は、乳牛の場合は牛乳生産量の

差異によって吸収されるのに対して、肉用

牛の場合は年間 1頭の 子牛が負担すること

になり、子牛の高価俗化によって回収する

ことになる

3 )昭和 60年度・第 24回「農林水産祭受賞者

の業績』日本農漁業振興会， 1 9 8 6 . 

4 )葉原幸一「畑作復合で広がる肉用子牛生

産」畜産振興事業団『畜産の情報~ No.7，p 

p. 43-48，1990. 

5 )昭和 63年度 ・第 27回「農林水産祭受賞者

の業績 J 日本農漁業復興会， 1988. 

6) r肥育回数 1 日当たり噌価額 = (肉牛販

売額 一 素牛導入価額) /肥育日数 J により

算出。厳密な収益計算ではないが、最終的

な所得額との聞に極めて高い相関関係があ
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7 ) 増体追求を狙いとした肥育経営で優秀

とされる水準 l立、黒毛和種の去勢牛肥育で

1日当たり増体量 800g以上、乳用去勢牛肥

育では 1. 2 k g以 上 が目安となる.
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補章 受精卵移値技術の普及に伴う肉用

牛生産権造の変化ーーー予期1)的倹討

を中心に

はじめにーーー課題の限定

畜産量学鎮 I或において開発されつつある先端

伎術の中で.現在もっとも実用化段階に近ず

きつつある伎術として「受精卵移植 J による

人工妊娠伎術がある。この伎術は.雌畜の生

殖誌から人為的に受精卵を取り出しそれを他

の l雌奮の生嫡器に移植して子音を得る筏術で

あり.すでに一般化している雄畜を中心とし

た「人工 f受精 J による妊娠技術にたいして雌

畜を基軸とする人工妊娠技術である点で薗期

的なものといえる。

この技術の特色は，卵子を提供する雌畜(

供卵畜 donor)と受精卵を受け入れて育てる

雌畜(受卵畜 recipientlとが分離されると

ころにあり.したがって能力水準の高い雌個
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体の子畜を同時に復数生産することを可能に

する。応用効果としては.①家畜の改良進度

を早めること ② 家畜の噌殖に利用できるこ

と ③試験研究の手段.遺伝資源の保存にも

有効であることなどが箔摘されているけ。

このような伎術が 一 般化するならば.家畜

の生産能力を高め畜産の生産性を向上させる

ことは疑いないが.しかし . その効果はそれ

だけに留まらない。供卵畜と受卵畜の分離に

よって飼養条件に適応する品鍾(受卵畜)か

ら市場条件に相応する異なった品樋(供卵

畜)の生産が可能になり.部門によっては生

産筏術そのものに変化をもたらし.これまで

とは違った新たな生産方式を出現させる可能

性さえ予想される。異品種相互間における受

精卵移植による子畜生産は.畜~各部門の中

でも肉用牛生産に巌も有効な筏術であり，し

たがって受精卵移値による人工妊娠技術が一

般化するとすればその彫響は肉用牛生産方式

に鼠も特徴的に現れてくるものと考えられ
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る。ことでは受繍卵移植による人工妊娠技術

の地殖利用に限定し，その実用化が肉用牛生

産にどのような影響を与えるのか.主として

経営経済的な視点から般観することにする。

l 受精卵移値妓術の慨要と現状水準

(1 )技術の慨要

受精卵移植による人工妊娠筏術は.いくつ

かの基礎的伎術を組合せた懐合技術として組

立てられている。その慨要を示すと.次の通

りである 2 )。

①多排卵処理技術

②採卵筏術

③受精卵の t音養 ・凍結保存技術

④性周期の調整技術

⑤受精卵移値筏体i

現在試みられている受精卵移値による人工

妊娠の手法は.まず供卵寄を対象に多排卵さ

せ.通常の方法で俊精した後係卵する。それ

を凍結保存しておき受卵畜の発情に合せて移
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植し.受卵畜の胎内で発育させ通常の方法で

分娩させるといったものである。最も原型的

な手法は 1発情期に l卵ずつ採卵し新鮮卵

を移値する方法である。この場合は . 供卵畜

と受卵畜の性周期を調整し発情を同期化させ

るごとが必要になる。

しかし ， 多排卵処理によって一度に多数の

受精卵 を 採取できるならば同時に多数の子畜

の生産が可能になり.さらに受精卵の凍結保

存ができるならば.受卵音の発情に合せた即

応的な移植が可能になる。現在 . これらの伎

術向上に加えて 2卵あるいは分割l卵移値によ

る双子生産を目指した移植筏術の開発向上が

進められている。

( 2 )開発の現状水準

現状における伎術開発の到達水準を ， 現L用

牛および肉用牛における受胎率および双子分

娩率によって見てみよう。まず.受胎率につ

いて受精卵移値を実施している国および県関

係機関の昭和 60年度の平均水準を示すと，表
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1 - (1) および(2 )の通りである。

これによると.新鮮卵を移値した場合と凍

結卵を移憎した場合とでは受胎率水準に相違

がみられる。新鮮卵では移値総頭数 980頭の

うち未確認のものを除くと受胎率は 34.8%

凍結卵では 1.262頭のうち未確認のものを除

いて受胎率は 21.8%となっている。移値成績

の良否は ， 現状ではなお移値を担当する伎術

者の技能的水準に左右されるところが大きい

とされており . 実施機関によってまた筏術者

によって受胎率水準にかなりの開きがみられ

る。

すでに受精卵移憾による人工妊娠後術を実

用化している北海道農業開発公社の十勝育成

牧場の実績をみると表 2 ー (1)および(2 )の

通りであり，昭和 60年度の平均で新鮮卵では

62. i % .凍結卵では 41.9%の受胎率を上げて

いる。これをさらに移値伎術者別にみると.

表 2-(3 )に示す通り 30%を下回る水準から 80

%に近い水準に及んでいる。 3)
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表1. 国立種畜牧場および各県畜産試験場における移植成績

(1)新鮮卵移値

(単位;頭， %) 

受卵牛 移植 受胎 受胎|受 胎 流産

品種別 頭数 確認(a)未確認 頭数(b 率川j.・} 頭数

糾~J1ン種 376 334 42 117 35.0 5 
ジャージー種 2 。 。 。 。 。
黒毛利種 482 428 54 143 33.4 3 
初他和種 73 71 2 34 46.4 3 

?パFjti種 18 17 5 27.8 。
ヘレ7才ード種 16 15 4 26.7 。
その他 13 12 l 3 23.1 l 

計 980 879 101 306 34.8 12 

注)1. 1985年4月-1986年3月における実績。

2. 金川弘司「受精卵(庖)移植技術研究の現状と問題点J
より一部修正引用.

(2)凍結卵移値

(単位;頭.%) 

受卵牛 移傾 受胎 流産

品種別 頭数 確認(a)未確認 頭数(b 率川/川 頭数

机~Nì種 458 370 88 79 21. 4 7 
ジ「ジー鍾 9 9 。 2 22.2 。
黒毛和種 591 488 103 99 20.3 2 
そ制也和種 82 69 13 18 22.0 。
アパ円以種 27 24 3 4 16. I 。
ヘレ7トド種 15 15 。 4 26.7 。
その他 80 46 34 17 21. 3 。
2十 1，262 1. 021 241 223 21.8 9 

t主) (1)に同じ。
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表2. 十勝育成牧場における移鑓成績

(1)新鮮卵移値

(単位;頭.%) 

年 供卵牛 受卵牛 受胎 受胎
次 頭数 頭数 頭数 率

'~fo 56 2 12 3 41.6 
57 19 69 24 34.8 
;;8 47 141 JJ 39.0 
;;9 38 138 ;;9 42.7 
60 53 236 148 62.7 
61 32 128 73 ;;7.0 

5十 191 724 364 ;;0.3 

注)1. ホルスタイン種 l卵移植の実績.

61年は 1-6月間のみ.

2. 山科秀也「北海道良業開発公社
における取組みー十勝育成牧場に

おける牛受精卵移値業務についてJ
より引用。

(2)凍結卵移植

(単位;頭. %) 

年 受卵牛 受胎 受胎
J欠 頭数 頭数 司E

112fn 59 9 2 22.2 
60 31 13 41. 9 
61 30 14 46.6 

at 70 29 41.4 

J主) (1)に同じ。

(3)技術者百IJ成績

(単位;頭. %) 

担 移植 受胎 受胎
当 頭数 頭数 率

'" 
51 40 78.4 

Y 28 19 67.9 
K 47 31 66.0 
T 39 2;; 64.1 。 9 4 44.4 
H 7 2 28.6 

法)1. 1985年 1-12月の実

績による。

2. 資料は(1)に同じ.
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以上 はいずれも単卵移植によるものである

が， 2卵または分富1J卵移値による受胎率およ

び双子分娩率を農林水産省福島種畜牧場の実

績によってみると，表 3の通りである。

この実績の供卵牛はすべて黒毛和種であり

受卵牛は黒毛和種とホルスタイン種である。

新鮮卵の 2卵および分割卵考値と凍結卵の 2

卵および分富1J卵移植を合せた平均でみると.

黒毛和種を受卵牛とした場合は受胎率 35，2 % 

で双子分娩率 12，5%，ホルスタイン径を受卵

牛とした場合では受胎率 6 1. ~%で双子分娩率

は 43，3 %となっている

以上の双子分娩率は流産を除いた正常分娩

頭数にたいする害1J合であり . 流産を含めた移

智頭数にたいする子牛生産頭数を算出する

と.受卵牛が黒毛和極の場合で o， 33頭.ホル

スタイン極で o. 7 5頭になる。この実績からみ

る吸り.人工授精による従夫方式の実績に比

較するとなおかなり隔たった水準にある。

いずれにしても.受情卵移値による人工妊
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娠技術は現在開発途上にあり.受胎率・双子

分娩率の向上を図ることが最重点課題になっ

ている。実施機関によって水準差があり . な

かには現在すでに 60%以上.筏術者によって

は B0 %近い受胎実績を上げている例があるこ

とからみても，今後における向上の可能性が

十分残されているといえるであろう。

2 .受精卵移値技術の肉用生生産への応用

( 11 応用の意義

現在.牛肉はわが国農畜産物生産の中でほ

とんど唯一の供給不足産品となっている。し

かも.畜産施策の中で今後猿輿を図るべき重

点作目として位置付けられている。

肉牛生産は現在乳用種と肉専用種によって

行われているが.乳用種による肉生産は牛乳

生産過剰の下で今後の増加は困 難 な状況に あ

り.生産量糟加の課題は専ら肉専用種に負わさ

れている。一方.肉牛生産は国際価格絡差が

大きいことからコストダウンが強く迫ら れ て
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いる状況にある。しかしながら.肉専用樋に

よる肉牛生産は繁殖生理に基く技術的条件に

規制lされて急速な生産頚激増は困難であり.

Lかも.主産物が子牛に限定されているため

にコスドダウンもまた難しい性格を持ってい

る

現在開発されつつある受埼卵移植による人

工妊娠技術は，すでに明らかにしたように乳

用種から肉専用種を生産することを可能に

じ，飼養条件に適した品種から市場条件に見

合う品種の生産を可能にする。このことは牛

乳生産の副産物として肉専用種を生産するこ

と . さらに.場合によって.土成牧適性を持っ

た品種からあるいは品極の偲何を問わず繁殖

性の高いさまざまの品種から需要動向に相応

する品種の生産を可能にすることを意味して

いる。その上に双子生産が可能になるとすれ

ば.いうまでもなく生産頭数増とコストダウ

ンを同時に可能にするといえるであろう。

以上で明らかなように . 受精卵移値による

143  



人工妊娠筏術の開発普及は.単に繁殖技術の

発展に留まらず.現在社会的に求められてい

る肉用牛生産の課題の実現にとっても大きな

意味を持つものといえよう

なお，受精卵移植による人工妊娠技術の肉

用牛生産への応用は.わがヨの肉用牛生産の

侍殊性から . 諸外国とは違った特別の意味を

持っている。一つ:;t.わが ヨでは乳用種だけ

では牛肉需要を満たし得ず.肉専用種による

牛肉生産が不可欠なこと。 二 つには.いわゆ

る「赤肉」から「シモフリ肉」まで求められ

る牛肉の品質の幅が広いこと。 三 つには.飼

養されている肉専用種の品種特性が地峻的な

飼養条件に加えて求められる牛肉の品質をも

反映して多様なことである。これらのこと

が.異品種間における肉牛生産を可能にする

受精卵移値技術の意義をさらに大きくすると

いえる。

( 2 )応用の諸形態

受精卵移植による人工妊娠技術の応用によ
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る肉用牛生産には，いくつかの形態が考えら

れる。家畜改良.試験研究等への応用を矧!と

して.専ら肥育素畜その他のコマーシャルス

トック生産に限って整理をすると.次の通り

である。

①ホルスタイン種による黒毛和種その他

肉専用径の生産

②日本短角種 ・褐毛和種等による黒毛和

種の生産

③ホルスタイン種とその他の品種の交雑

種による黒毛和種その他肉専用種の生

産

くDの場合は，ホルスタイン種を受卵牛とし

価格水準の高い黒毛和種その他の l均専用種を

生産することによって酪農経営の収益性の向

上が図られると同時に . 肉専用種が牛乳生産

の副産物として生産されることによってコス

ト低減が期待できる。②の場合は . 地域的条

件に適した品鍾から市場条件に相応した品種

が生産され . 肉専用種による生産でありなが
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ら一定のコスト低減が期待できる。③の場合

~;j: .地域的条件に対応した持性と高い泌乳能

力を持った牛を受卵牛とし.双子生産をする

ことによって.受卵牛自体 l主肉専用でありな

がらコストの低い肉専用種が生産できる。

以上のように多様な応用l'~態が想定され.

いずれも受胎率 ・双子分娩茎が向上するなら

ば，低コストの肉専用種の生産を可能にする

といえる。ごれらの形態が技術開発の進展に

伴って地域的条件 ・経営的条件とも関連して

それぞれ選択・導入されてくることが予想さ

れる

3 .肉用牛生産量における導入条件と情造

変化の可能性

( 1) 導入条件と変化の内容

受精卵移箱による人工妊信技術の肉用牛生

産への導入は，技術開発の迄展に伴って.ま

ず酪農経営におけるホルスタイン種による黒

毛利極生産として普及してくるものと恩われ

146  



る。これを普及の第 l段階とするならば.第

2段階はホルスタイン種と肉専用種の交雑種

による黒毛和種その他の肉専用種生産の普及

である。そして.受胎率に加えて双子分娩率

の上昇が肉用牛生産への導入を決定づけるも

のと思われる

酪農経営においては，家畜改良の視点から

高能力牛地殖の手段としてすでに 一 部実用化

されてきており.なかには受精卵を販売する

酪農経営も出てきている。 Lかし.ごく一般

的な能力水準の乳牛を飼養する酪農経営にお

いては.受精卵移値技術のこのような利用は

考えられず.むしろ副産物としての子牛の高

価俗化の手段として利用する可能性の方が大

きい。

農林水産省福島種畜牧場の受精卵移植によ

る人工妊娠技術の現地実証.こ協力している 3

戸の酪農家では初産綬精対象牛の全てを受卵

牛に提供しており .その 実績を みて移植希望

農家が急速に I曽加してきている。これまでの
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生産販売実績をみると表 4の通りであり. 3 

戸で 7頭に移値し受胎率 85.i % .双子分娩事

50. 0 % .生産子牛 7頭の販売価裕は雌・雄平

上旬 296.143 円になっている。

3戸の実証農家は.共通にホルスタイン慢

の育成子牛価格水準に受精卵価憾と移植技術

料 を 加算した価格が黒毛和種移値の下限価憾

とじており . 双子の場合はそれよりも 20-30 

%安が下限になる と している。ホルスヲイン

種の場合.平均的には経産とと l頭当たり 0.8

- 0.85頭の子牛が生産されるのにたいして.

表 4の実績では受卵牛 l頭 き たり l頭が生産

販売されている。採卵 ・移篭コストを含めて

もこの程度の成績が得られるならば有利とい

えよう

しかし . 第 1段階と考えられる乳用牛への

黒毛利種受精卵の移値は'f_用牛それ自体の

再生産のための必要頭数を考慮するならきわ

めて唄定的であり.肉用牛の生産情造に影響

を与えるとは考えられない。問題は交雑種利
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表4. 酪農経営における受精卵移箱による黒毛利種の生産販売実績

区 分 I経営 Y経営 S経営 平均

移姫頭数(頭) 3 7 
受胎頭数(頭) 4 l 6 
双子分娩頭数(頭) l 1 3 
産子頭数(頭) 5 (1) 2 2 (1) 9 (2) 
受 胎率(%) 80.0 100 100 85.7 
双子分娩率(%) 25.0 100 100 50.0 

販 月齢(月) 10.7 11 10.1 10.6 
売 雌体重 (kg) 277 252 292 275 
子 価額(円) 275，667 272，000 287，000 277，200 
牛
縫 体月重齢 ((k月g)) 

9.2 11 10.1 
平 315 275 295 
均 価額(円) 359，000 328，000 343，500 

i主)1.産子頭数のカッコ内は分娩後の死亡事故頭数を示す.
2.経営実態調査の結果による。
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用の第 2段階である。純粋種にたいする交雑

傾 E可愛の相対的な飼養コストの低減と双子生

産による子牛生産コストの低減が.純粋種に

よる従来方式にたいする有利性をもたらすも

のと考えられる。しかも，交雑種の場合はヘ

テローシス効果が現れ受精卵移植においても

受胎率が向上する可能性が強いとする指摘も

ある‘υ 表 5にみる通り.交雑種に移植した

成績では 88.0 %の受胎率を示している。

以上を前提するならば，交雑種利用の第 2

段階に至って肉用牛の生産情造に影響する変

化が現れることが予想される。一つは.黒毛

勾極その他肉専用種の供給量滑による価絡低

下とそれに伴う乳牛肉および乳用肥育素牛の

価俗低下.二つには.晶玉重男11需給状況への磁

力的対応による価格変動の変化.三つには.

最も大きな変化として改良基礎牛あるいは供

卵牛再生産のための純粋種飼養経営と受精卵

移値によって肥育素牛等を生産する交雑極飼

養経営との分化が考えられよう。
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受卵牛

一代雑種
黒毛和種

表5. 交雑種を受卵牛とする移績成績

{単位;頭.%) 
ーーーー一ー"Tーーーーーーーーーー
.m. .ム
5ζ"0 

率

i主) 1) 交雑種は.日本短角種×紡~，イ〉績 12 頭.褐毛和極x
机~7イン種 13 頭。 r移植回数別受胎頭数J は分子が受胎

頭数を示す.いずれも.農林水産省福島種畜牧場の実績.

21高矯潔「たかがF.されどF.J (Ii'日本の肉牛.s108 
号.1986年)より引用。
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以上のような変化がどの時期にどのように

現れるかは.いうまでもなく今後における採

卵成績の向上，受卵牛頭数の噌加に伴う採卵

.移植コストの低下の度合と受胎率・双子分

娩率の向上の度合による。少なくとも異品種

による純粋種生産を可能にする受精卵移植技

術が肉用牛生産に導入された場合は.単に生

産性を高めるといったことに留まらず生産情

遣に変化を与える要因を生み出していくこと

だけは確実に予測される.

( 2) コスト低減の可能性

それでは受精卵移植技術の羽入によるコス

ト低減の可能性はどうか。

現在なお技術的に完成された水準に達して

いない状況の下でコストを把濯することは困

難を伴うが.一定の仮定を置いて推算すると

表 6の通りである。

いうまでもなく.受椅卵の採卵・移植コス

ト法問一個体を供卵牛とする場合は年間の採

卵回数と l回当たりの採卵個数によって異な
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表6採卵・移舗コストの将来予測

(1)直接費

〈単位;円〉

処数置1頭頭
1回当たり採F問回数

処置内容・費目
当たり 5個 6個 8個

過剰排卵処鐙薬剤費 10，720 2，lU 1，787 1，340 

精液代 30，000 6，000 5，000 3，750 

処酪ヰ 15，170 3，034 2.528 1，896 

計 竪d盟 旦_，_ill 主主E 6，886 
卵回収・検査薬剤費 3，390 678 565 424 

器材費 898 180 150 112 

処置料 10，600 2，120 1，767 1，325 

計 14，888 2，978 L笠2 1，881 

移 植薬剤費 2，440 2，440 2，440 2，440 

処置料 8，320 8，320 8.320 8，320 

計 旦，780 笠，780 旦立~ 並立~

合 計 24，918 22，557 19，807 

注)(1) r 1回当たり銭卵偶数J欄は.正常卵1個当たり
の費用を示す.

(2)薬剤使用量・単価等は千葉県局長試験場の資料を

基礎に一部修正して計算した.

(3)卵回収・検査の『寝材費Jt主治耗性器材であり，
モれに合まれる還流用カテーテル，小型シャーレ等

は便宜上10回使用して更新するものとした.
(4)繰F問回数は5倒を現状水準とし.それιL上は『家
畜受精里時植技術水準予測調査結果の概要。帥80

年8月実船』 α農林水産省家畜生産課『家畜受精
F時植に関する全国会議開4J所和の5年後およ
び1昨後の見通しを参考に設定した.
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(2)仰 H牛費用(黒毛和種・正常卵1個当たり〉

区分

総原価

物的原価

〈単位;町

5回.4ゆH

8，077 

4，783 

注)(1)農林水産省の調査による昭和80年和子牛生産費(第1

次生産聖むから成厳牛の年間費用を推算し，供卵牛の年

間費用とした.

(2) r年間採卵回数・年間正常卵数』は4回・20卵を現状
水準とし.モれ以上は「家畜受精卵移植技術水準予測調

査結果の緩喪佃和80年8月笑施)J (農林水産省家畜
生産設『家畜受精9時植に関する全国会議憎む所和
の5年後および10年後の見通しを参考に設定した.

(3) r伽雪原価JI増原価から飼養管理および飼料生産に
要する労働費を除いた原価を示す.
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(3)受胎費用〈生産子牛1頭当たり〉

モの1• 1卵またはE卵移植の場合
〈単位;円〉

受胎・双子 年間採卵回数・採卵個数別

分続率水準 4回.5~~ 4回・~~ 5回・~~ 5回・~~

117 ，343 102，911 95，217 79，097 

35% J 30 158，879 134，877 122，840 98，040 

水，$140 1(5，873 125，057 114，085 91，037 
50 135，982 118，720 108，481 84，988 

82，1(0 72，038 88，852 55，388 

50%J 30 109，815 94，274 85，988 88，828 
水準 40 101，971 87，540 79，848 83，728 
50 95，173 81，704 74，523 59，477 

0% 88，450 80，032 55，543 48，140 

80% 30 91，513 78，582 71，858 57，190 
水量事 40 84，978 72，950 88，538 53，105 
50 79，311 88，087 82，102 49，584 

58，871 51，458 47，809 39，549 

70%130 78，440 87，338 81，420 49，020 
水準 40 72，837 笠，529 旦，033 笠三1!
50 旦d笠 58，380 53，230 42，484 

Sホ町m泌R』EHts5O・o O Z 
51，338 45，024 41，588 34，805 

笠主笠 笠」包 笠立笠 笠，892

堕立笠 笠4笠 笠，904 笠，829
59，483 51，085 48，577 笠....!'@

注)(1) 0%水準は1卵， 30%以上iまE卵移植する

ものとし.封件1頭当たりの移植回数は1

回とした.

(2)受胎副主35%，双引き総事lま30%を現状水

準とし.それι比は『家畜受精卵移植技術予
測調査結果の援要侭掬18昨 8月実施)J ( 
長林水産省家畜生産隷『家畜受精卵移績に関

する全国会議資料』所斡の5年後および10
年後の見通しを参考に設定した.

(3)傍線耕地農林水産省調査による昭和8昨

生産費に民放して費用節減が可能になる水準

を示す.
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その2.分割卵移植の場合
(単位;門〉

受胎・双子 年間採卵回数・採卵偶数別

分緩率水準 4回・切H 4回・~~ 5回・切H 5問・~~

74.043 86.627 82.980 54.820 

35% 130 90.284 78.183 73.244 80.844 

水準 40 83.818 73.508 88.012 58.498 

50 78.229 88.808 83.478 52.731 

51.830 48.779 44.088 38.444 

50~泌 30 83.185 55.414 51.271 42.591 

水準 40 58.871 51.458 47.809 39.549 

50 54.780 48.025 44.435 38.912 

43.182 38.983 38.738 32.037 

80% 130 52.854 48.178 42.728 35.492 

水準 40 48.893 42.880 39.874 32.957 

50 45.833 40.021 泣A旦 ..a.!L.登皇
37.021 33.414 31.490 27.480 

70% 130 45.132 笠占!! 笠d笠 並A笠
水準 40 旦」笠 笠.75生 笠占~ 笠」笠
50 39.114 34.304 31.739 28.388 

32.394 29.237 27.554 24.028 

80~泌 30 鐙.490 笠占笠 笠J主主 笠さ19
水量魯 40 笠」盟 笠.180 笠」豆 笠~
50 34.225 30.018 27.772 23.070 

注)(1)受翌日牛1頭当たりの移植回数t勤、ずれも1
固とした.

(2)受胎率は35%.双引き鋭率は30%を現状水

準とし.それ以上は『家畜受精卵移植技術予

測調査結果の概要伺和80年8月実施。 J ( 

農林水産省家畜生産課『家畜受精卵移植に関

する全国会議開ヰ』所覇。の5年後および10
年後の見通しを参考に設定した.

(3)傍線部分t埴林水産省調査による昭和8昨
生産費に此叙して費用節減車問能になる水

準を示す.
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モの3.採卵と通常分燥の相互利用の場合

(単位;町

受胎・双子 年間採卵回数・採卵個数別

分続率水量笹 4回・坊H 4回・~p 5回・~p 5回・ 8~P

88.291 78.700 75.851 64.571 

35% J 30 112.185 97.428 93.048 75.692 
水量匹 40 104.171 80.488 88.400 70.288 

50 87.227 84.438 80.640 65.600 

61.804 55.090 53.098 45.200 

50% 130 78.529 88.200 65.132 52.985 

水準 40 72.820 63.329 60.480 49.200 

50 88.059 59.107 58.448 45.820 

51.503 45.908 44.247 37.667 

60~泌 30 65.441 56.833 54.277 44.154 

水単 40 60'.787 52.774 50.400 41.000 

50 56.718 49.256 47.040 38.267 

44.146 39.350 37.928 32.288 

70% 130 56.092 48.714 46.523 笠占笠
水量倖 40 笠.088 笠.235 笠.200 担斗43
50 48.613 42.219 40.320 32.800 

38.828 34.431 33.185 28.250 

80~泌 30 笠~ 笠」空 旦.708 33.115 
水準 40 笠.575 笠占~ 37.800 並.750
50 42.537 36.942 35.280 28.700 

註)(1) 0%，水準は1卵 .30%.以上はE卵移植する

ものとし.野H牛1頭当たりの移植回数は1

回とした.

(2)受胎率は35%.双刊湘率は309佐現状水

準とし，モれ以上は『家畜受精卵移植技術予

測調査結果の概要佃和60年8月実施)J ( 

長林水産省家畜生産課『家畜受精卵移植に関

する全国会議開ヰ』所斡の5年後および10
年後の見通しを参考に設定した.

(3)傍綾部分iま農林水産省調査による昭和8昨

生産費に封殺して費用節減が可能になる水準

を示す.
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(4) 費用節減の可能性性愛子牛1頭当たり)

(単位;印

受胎・双子 年間採卵回数・採卵個数別

分銭率水準 4回・~p 4 回・ 6~P 5 回・~p 5回・ 8~P

30 
卵 70% 40 3，653 9，149 20，684 

50 20，057 29，678 34，808 45，554 

30 18，481 28，175 31，354 42，204 
80~泌 40 43，430 52，449 57，258 87，330 

卵 50 88，804 75，222 79，710 89，114 

揮70% ~~ 
ii;jjj . ii:iii 2405?.89417 8 i?:11i 

8脳 ii i叫i・17i1J5 jjjjji 制;;，:1抑1? il:iil 
30 

80% 40 
分 50 12 6，281 

30 1，383 4，342 10，542 
割 70~泌 40 24，274 29，428 32，178 37，933 

50 48，924 53，734 58，299 81，872 
卵 30 45，808 50，482 53，052 58，477 
80% 40 70，492 75，002 77，407 82，444 
50 92，082 98，271 98，515 103，217 

注〉数値は農林水産省調査による昭和8昨生産費にH搬し
た場合の節減可能額を示す.
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り ，さら に.生産子牛 l頭当たりの受胎に要

する費用は受胎率と双子分娩率の水準によっ

て異なることになる。これらのコストに影

する要因はいずれも今後の研究開発によって

向上が予想される。そこでここでは取りあえ

ず農抹水産省家畜生産課が実施した「家畜受

精卵移縮技術水準予措1)調査結果の 概要 J ( 昭

和 60年 8 月)によって将来水準をとらえ.現

状水準に併せて将来水準を前提した場合のコ

ストを含めて推算した。

まず.採卵 . i害健コストをみると表 6 ー

(1 ) の通りであり.処置頭数 1頭 l回当たり

の採卵費用は約 71 • 000円.移値コストは約 11

. 00 0円程度になっている。この費用に供卵牛

を黒毛和種とし供卵牛の年間飼育費用を加え

て 正 常卵 l個当たりの受精卵の生産コストを

控算すると表 6 - (2) のようになる。採卵回

殺 4 回 ・ 1 @1当たり 正 常卵を 5 個(年間 20個

)とすると正常卵 1個当たり 16.1 54円 . 4回

6個(24個)で 13 • 462円 5回 ・8個(40 
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個)では B，077 円になる.

以上の受精卵を移値して受胎した場合の生

産子牛 l頭当たりの受胎費用(不受胎の場合

の賛同を含む)を受胎率 35%から B0 % ，双子

分娩率 o%から 50%とし.受胎率・双子分娩

率水準別に算出すると.表 6 ー(3) その lに

示す通りである。

ここでは双子分娩率 o%は l卵， 30%以上

は 2卵移樋するものとしている。最もコスト

が高くなるのは受胎率 35% ・双子分娩率 30%

水準で 4 回・ 5卵採卵の受精卵を移植した場

合である。この場合.不受胎分の受精卵のコ

ストを含めると生産子牛 1頚当たり 156，000

内を上回る。最もコストが低いのはいうまで

もなく受給率・双子分娩率・採卵回数・採卵

個数とも最高の受給率 B0 % ・双子分娩率 50%

5 回 ・8卵係卵の場合である。この水準で

:土生産子生 l頭当たり 37，000円程度になる。

なお，分割l卵を移植する場合は移績卵の負

担コストが安くなり.その分生産子牛 l頭当
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たりの受胎費用が節減される。以上と同じ恨

拠にもとづいて推算した結果は表 6 ー (3)の

その 2 の通りである。最もコストの高くなる

受胎率 35% ・双子分娩率 o%， 4 回・ 5卵採

卵の場合で 74，000円程度になる。受胎率 ・双

子分娩選等を同じとすると.分割卵の場合は

40%程度費用が節減される計算になる。

それでは受精卵移績による受胎率・双子分

娩率・採卵技術水準がどの程度の水準に透し

た場合に子牛の生産コストが節減されるのだ

ろう tJ> 0 

以上の推算結果と農林水産省の昭和 605平和

子牛生産費調査結果にもとづいて受精卵移憾

による和子牛(黒毛和種)生産コストを准算

し . 現状生産費を下回る受精卵移値筏術水準

を示したのが表 6 - (3) のその l ・その 2 の

アンダーラインである。現状生産費の平均水

準との対比で概括的に推定するなら.受胎率

70%以上双子分娩率 30%以上が子牛生産コス

ト節減の目安となる水準であり.技術開発の
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目標ともすべき水準といえるであろう。

[ f主]

11 家畜改良研究会編『家音改良 t曽殖の新し

2 ) 

い制度と技術~ (地球社 1986年) 2 O 5 

- 268 頁

伺 r - 188-189 頁

3 )十 勝育成牧場における受胎準水準の高さ

は移植伎術者の経験の蓄績による技能水準

の違いに加えて . 育成牧場で あ ることによ

る条件の相速が反映しているものと思われ

る。ここでは発情牛を並べておいて l度移

値を試みて移植しにくい場合は順次倒体を

答えて実施して い る 。 このことが受胎率水

準の 向上 に寄 与し ていることは間違いな

し、

-1) 移値頭数対比の実績では黒毛和種とホル

スタイン極とで大きな開きが見られるが.

黒毛和種の場合は全頭とも移値回数が l回

であるのにたい じ てホルスタイン種の場合

は 1. 3 7固 に及んでいる 。し たがって.移値

延頭数を基準とするとホルスタイン種の受

胎率は 44.9 % .双 子 分娩を含めた子 牛生 産

頭 数は o. o o頚になり.黒毛和種との問の開

きはそれほど大きなものではないことにな

る

5 1高矯潔「たかが F ，されど F ， J (全 国

肉用牛協会『 臼 本の肉 牛 A108 号.1986) 

162  



終章 要約と結論

1 .課題 ・方 t去

鳥 I也改革を契憾とする戦後わが国農業の展

開の中で畜産部門はもっとも大きな伸びを示

した。その中にあって、!13農 ・養豚 ・養穏な

どと並んで畜産物生産を目的としたいわゆる

用畜部門の一つでありながら、肉用牛生産部

門は後進的で停滞的な様相で推移してきた。

その違いは何に起因するのか。肉用牛生産の

発展的な展開の条件 ・課題はなになのか。そ

れを経営経済的な視点から解明しようとする

のが本論文の課題である。

そのため、肉用牛生産と肉用牛経営の成立

展開過程と肉用牛生産の経営的性格の特質

に関する考察を行ない.畜産他部門との比較

検討を通じて課題への後近を試みる。

2 展開過程

わが国の肉用牛生産は.かつて畜力利用あ

るいは採肥利用を目的として飼養されていた



和牛の役畜から問畜への転手ミに成立の起点が

求められる。現在肉用種の三体をなしている

和牛 l主、昭和 3 0年代かモ 4 0年代にかけ

て.農業後傾化の進展と食弓需要の増大を背

最として肉用に転換し.そコ後専ら収益追求

を目的とする商品生産部門こしての展開が始

まった。その過程を傾括的:整理すると、 i欠

のようになる。

役畜的飼養の普及鉱大過樫 (昭和 31年まで)

戦前から継続する畜力化乃進展に伴う和牛

飼養の増大過程。昭和 25年妥前 ・戦中忌高水

準回復、飼養頭数、飼養農家数、普及率とも

昭和 31年最高。その後減少・低下。

役畜から用畜への移行過程 (昭和 31- 41年)

畜カイとから機械化への段着的移行に伴う和

牛飼養頭数、飼養農家数の減少過程。昭和 36

年から 37年にかけて後械手I_河農家数が畜力利

用農家数を上回り、特量械 iFi:王面積が総耕転面

積の過半に及ぶ。使役を g?守とする和牛飼望書

民家数急減。

用畜的飼養の成立 ・肉用主竺産の確立過程 ・

主よi呈堕(昭和 41-48年 )

飼養頭数の減少鈍化。夜間牛肥育経営の先

行的確立過程。若齢 HE育が一般化し、牛価の

段階的な水準上昇が現れる s
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用畜的飼養の成立・肉用牛生産の確立過程・

主 2~盛(昭和 48 年以際)

E耳養頭数漸増に転倹。牛価水準の上昇第 2

段階。繁殖経営の確立過程。

酪農 ・養豚 ・養競などの畜産他部門は昭和

3 0年代に入って増大過程をたどり、昭和 3

0年代後半から 4 0年代にかけて多頭化傾向

を示し始め、昭和 4 0年代後主以降大規僕化

の過程に入った。その時期に至って肉用牛飼

養はようやく本来的な展開の開始期を迎えた

ごとになる。当初から周畜部門としての展開

が可能であった畜産他部門に対して、役畜的

飼養から周畜的飼養への移行 ・再編の過程を

経なければ成立し得なかったところに、わが

国肉用牛飼養の展開の特殊性があり、このこ

とがその後の後進性に影響している。

3 .構造変化

和牛の周畜化、肉用牛飼養の成立に伴って

牛飼養の構造が変化した。それは ①育成過

程の比重低下、若齢肥育の一般化 ②飼養立

地の移動、繁殖 ・肥育の I世帯分化 ③品種の

多傑化、乳用牛目巴育の一般化 ④飼養方式の
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集約イヒ‘舎飼化の進行 ③牛価水準の上昇、

肉用種と乳用種の価倦帯の形成 として現れ

てきた。なかでも特徴的な変化であり、肉用

牛生産の成立 ・展開の織紬をなしているのが

牛価水準の上昇である。

牛価水準の上昇は役畜的飼養から用畜的飼

養への移行に伴う必然的な結果で あり、次式

lこ示すような畜力利用を主とした子牛、肉牛

の副産物的な価絡形成から商品生産を目的と

した主産物としての子生、肉牛価格形成への

変化として現れた。これを通じて乳伺牛肥育

が成立すると同時に、商品生産的繁殖経営確

立の可能性が現れた。牛価水準の上昇は、い

わ 'f繁殖・肥育過程を通ずる商品生産的肉用

牛飼養経営確立の必要条件をなしている。

価格形成条件

A. 役畜的自司養の場合

飼育費用 一 副産物価額 =畜力費用孟費

用負担限界額・・ 自司養継続条件

飼育費用 ー費 用負担限界額 =飼 養継続

必要副産物下限価絡・・・・副産物価格形

成条件
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B .用畜的 飼養の場合

生産物価額一飼育費用=収益額孟愚低

期待収益額・・・・飼養継続条件

飼育費用 + 愚低期待収益額=飼養継続

必要生産物下限価格・...生産物価格形

成条件

さらに、牛価水準の上昇は肉用種価格帯と

しての相対的な高価格帯と乳用種価格帯とし

ての相対的な低価絡帯への肉牛価格帯の形成

を促し、そのことが肉用種生産の技術変化を

もたらした。いわゆる上質肉生産への傾斜で

あり、それに対応する予牛生産の集約化であ

る。

4 課題 ・方向

以上辻、いずれも和牛の用畜化を内容とす

る肉用牛生産の成立 ・展開に伴って必然、的に

現れてきたものである。今後の肉用牛生産の

方向を展望する場合、以上の展開の中に解決

を必要とする問題が含まれている。その点を

整理すると、次の 二 つに要約される。 一 つ

は、肥育における 上 質肉生産化、繁殖におけ

る集約化に伴って現れる高コスト化 ・高価格

化の問題である。 二 つには、肥育と繁殖の絞

行的な展開であり、繁殖に特徴的に現れてい

る経営展開の停滞性である。繁殖の停滞性が

商品生産的肉用牛生産の成立に関連する特殊

性とあいまってその後における肉用牛生産の

後進性、停滞性の要因をなしている。

繁瓶経営の停滞性は繁殖部門それ自体の経

営的な性格と経営の おかれた外的な条件が相
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互に関連して現れている。それは繁殖部門が

わが国の農業条件の下では本来的に単 一 化が

困難な部門であり、かつ複合適性を持った部

門であることによる.さらに、繁殖部門は資

本 ・労働の集約化が高コスト化をもたらす性

格を持っている。繁殖生理に制約されて l年

l産が生産収量 t曽大の限界であるからであ

る。もともと戦後発展を示した部門は省力化

と規模舷大を通じて単一化が可能な性絡を持

った部門であった。畜産他部門はいずれもそ

れに該当している。高度経済成長の下で専業

を維持しつつ経営を存続させるためには、 一

般的には次の二つの条件を同時に満たすこと

が要求された。

①農業所得一借入金償還額孟家族最低所要

生計費

② 農業労働報酬水準孟農外労賃水準

高度経済成長の諸影響(労働市場の鉱大 ・

労賃水準の上昇、物価水準の上昇、土地価絡

水準の上昇その他)を回避しつつ、以上の条

件を満たすには規僕拡大と省力化(資本集約

化)が追求され、それを容易に実現するため

に単 一 化 が選択された。繁殖経営が単一経営

として成立可能な地域は草地地帯もしくは畑

作地帯に限定される。両地帯ともわが国では
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地域的に限られることと草地地帯においては

酪践との競争関係におかれる。言書農における

乳量増に対する 1年 l産を限度とする収量限

界が競争力を弱くする。おのずから繁殖部門

においては単一化が制約される。これに対し

て、繁殖部門は耕地から山林原野に及ぶ土地

利用の広減性、老齢労働力、婦人労働力等労

働力の質への適応性、 l頭でも販売可能な産

I也市場を通ずる生産物流通の悌力性等、筏合

適性を持っている。し たがって、稲作その他

と結合し復合部門として存立することにな

る

以土の経営的な性絡に基づいて今後の方向

に関する要点を登理すると、次のようにな

る。

① 一部の 単 一 化可能な地域に加えて 一 般

的な方向として複合的 な展開を重視するこ

と

② 複合部門としての個別繁殖部門とブロ

ックローテーションあるいは輸作を基本とし
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た共同による集団的土地利用を基盤とした高

効率飼料生産の結合を図ること

③ 複合による総合的な農業の展開を可能

にする政策的な条件付与を図ること

結論的には繁殖部門の復合適性をいかに効

果的に発揮させるかが肉用牛生産の今後の展

開を規定するといえよう。
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